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元気あふれる
　　　　　「2000年紀」 への道筋

　まもなく，人類は紀元2000年という大きな

節目を迎える。有史以来3000年余り，人は

ずっと働きつづけてきた。人はなぜ働くのか，

働くことの意義とは何なのだろうか。

　古来，哲学や宗教の世界では，労働を暗い

イメージで捉えることが多かった。古代ギリ

シャの哲人は，労働を「ただ辛く苦しいもの

（Ponos）」とし，ユダヤでは，「罪に由来す

るもの」としていた。極めつけはキリスト教

の聖書で，「神は禁断の木の実を食べたエワ

に，私はあなたの産みの苦しみを大いに増す，

（I　will　increase　your　labour　and　your

groaning，）あなたは苦しんで子を産む。（and

in　your　labour，　you　shall　bear　children．）」そ

して，アダムに，「地は，あなたのために呪

われた。あなたは，一生苦しんで地から食べ

物を採る。（with　labour，　you　shall　win　your

food　from　it．）」と仰せになった。つまり，人

祖の始めより，労働は「人間の罪に科せられ

た罰」ということになる。

　しかし，いずれも宗教や哲学によって脚色

されたもので，現実の生活を映すものとは言

い難い。古代ギリシャの民衆の生活を歌った

ヘシオドス（B℃．8世紀）は，その詩の中で，

「一生懸命働け，おまえが人の土地を買い取

ることのできるように。隣人が富を積もうと

　　　中部産政研

理事長植本　俊　一

精を出すのを見れば，負けじとやるのが人の

常。この競争こそ世の宝。」とし，自由な競

争により富を成し，私有財産の増大を求める

民衆の姿を歌っている。そこには，私有財産

制を基本とする現代の自由主義経済との完全

な繋がりを読み取ることができる。

　また同時に，この叙述からは，富を形成す

るといった「目的を持った労働」だからこそ

人は頑張れるという，働き甲斐に通じる人間

心理の一端をも覗い知ることができる。

　もう一つ，紀元前のギリシャ哲学の中に現

代に通じる重要な内容を読み取ることができ

る。紀元前4世紀に始まるストア派のセネカ

は，「新しい発案は，自分の日々の仕事の中

で，モノを造る工程に慣れ親しんでいる普通

の職人が思いつくものが多い。」としている。

これは技術や文明がモノ造りを通して進歩す

るという考え方に繋がるものと言えよう。

　このように，働くことに関わる基本的な思

想や考え方の原形は，有史3000年の最初の紀

元前1000年の内に形成されたと見ることがで

きる。

　　　　　　　　　☆

　しかし，その後中世封建制と宗教支配がつ

づいた千数百年の間，労働そのものに価値を

見出す考え方は退潮し，労働は「人の原罪へ
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の償い」とする教義，あるいは「精神の荒廃

に対する予防薬」とするベネディクト修道会

に代表される労働観に支配されることになる。

　ましてや，労働自体が「目的であり尊いも

のである」とする東洋的考え方を，紀元前の

時代も含め西欧近代以前の思想，伝統の中に

見出すことは難しい。

　ただ，モノ造りの面では，「祈れ，しかし

て働け，無為（idleness）は魂の敵であ

る。」とする修道院の勤労を通して，西欧古

典文化の紹介や修道院で開発された優れた農

業技術の移転が，西欧の経済発展に大きく貢

献していった。

　　　　　　　　　☆

　この流れを変えたのは，産業革命を契機と

する西欧の近代化であった。すなわちこれを

契機に，封建支配と宗教哲学の風靡した暗く

長い時代を越え，さらに資本主義と共産主義

とのイデオロギー対立を経て，労働に関する

考え方は，再び人間の本性と現実生活をもと

に紀元前に組み立てられた原点に立ち戻り，

そして近代社会の中から再出発しようとする

新たな潮流へと大きく変化していく。

　ウェーバーはその著「プロテスタンティズ

ムの論理と資本主義の精神」の中で，神が要

求しているのは，神によって与えられた資源

を，ただ懸命に仕事の為に使用するという聖

潔な生活であり，そうした行為による救いで

あると記し，その帰結として「蓄財」を宗教

的にも正当化した。

　また，ドストエフスキーはその著「死の家

の記録」の中で，「囚人は，畑を耕したり壁

を塗ったりさせられているが，この労働には

『意味と目的』がある。苦役の囚人が，どう

かするとその仕事に熱中し，もっと具合良く

もっと立派に仕上げようという気を起こす。

ところが，土の山を他の場所に移し，またそ

れを元の場所に戻すという作業をさせられた

ら，たとえ死んでもこんな屈辱と苦しみから

逃れた方がマシだと，ヤケになって悪事の限

りを尽くす」と記している。そこには，人の

創意や工夫が活き，そこに新たな価値を生む

仕事だからこそ傍目にはいかに辛くとも頑張

れる。すなわち，労働を自己実現と捉え，そ

して働くことに幸せを感じる人間心理が，見

事に描写されている。

　一方，労働を「ただ辛く苦しいもの
（Ponos）」と捉える思想は，マルクスのよ

うに「人間は負担を背負った存在」と見るこ

とに繋がり，やがて共産主義イデオロギーに

よる統制，自由な競争と私有財産の否定へと

進み，資本主義との明らかな経済格差の前に

20世紀の終了を待つことなく崩壊への途をた

どる。

　　　　　　　　　☆

　20世紀を超えようとする今，有史3000年を

経て近代史の中で再構築された，この新しい

潮流の目指す「労働」とは，「原罪」でも

「ただ辛く苦しい（Ponos）」でもない。

　それは，そこに新しい価値を生み出し，働

いているその人の素質や可能性をさらに伸ば

す自己実現と成長の機会である。また同時に，

そうしたモノ造りの地道な努力，人の創意や

工夫こそが私的所有と自由な競争をうながす

経済活動とあいまって，科学技術の発展を促

し文明を発展させる原動力でもある。

とすれば，つぎの「1000年紀」に目指すべき

産業社会の理念も，そうした基本に立ったも

のでなくてはならない。すなわち，「人が仕

事を通じて個性を発揮し，自らの存在を感じ，

自らを高めていく，そしてそこに喜びを見出

す。」そうした仕組みづくりを，コミュニ

ケーションや人間関係といった心理的条件整

備も含めて，企業内さらには社会全体で進め

ていかなければならない。

　それが，「労働そのものが幸福である」と

いう理念の姿を目指す，「元気溢れる未来」

への道筋である。
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わが国製造業の

21世紀を考える

　中京大学経営学部

教授小川英次

はじめに

　3月始めに京都である国際会議に出席した。

アジアを中心にエクセレント・カンパニーの

実例を聞くセミナーだった。21世紀になお活

力を保つ企業の条件は何か，これを探る一週

間にわたるセミナーだった。そこでわたくし

の受けた衝撃は強烈だった。現在TQM旋風

が世界中に吹き荒れており，その具体的内容

には日本で培われたノウハウがぎっしり詰

まっている。TQMの波はアメリカから発し

てヨーロッパ，アジァの各国へ波及している。

　アメリカでTQMが大きく普及するきっか

けは，国によるマルコム・ボルドリッジ賞と

呼ばれる経営品質賞の設定にある。1987年の

ことである。1980年代に入って日本の製造業

の台頭は著しく，アメリカ産業がこれに対応

するための日本企業にたいする調査研究は，

TQMに結実，ボルドリッジ賞の強力な推進

となった。そしてその成果には著しいものが

ある。高品質，低原価，短納期をひっさげて

世界の市場に進出する日本製品の背景には，

信頼できる品質のあることを見抜いたアメリ

カの80年代後半からのTQMへの推進努力は，

現在アメリカ産業の大きな力となっている。

TQMのあらまし

　TQMは，品質の設計，設計通りの品質の

実現，現実に受け取った顧客の品質に対する

評価の把握の3段階からなっている。もっと

も大事なことは顧客の求める品質とは何かを

明らかにすることである。顧客に焦点を当て

た品質の追求がTQMの最重要課題であると

いってよい。そのためには，すぐれた成果を

収めた企業を模範としてこれを見習う（ベン

チマーキング）。全社的に顧客に対して品質

面で最高の満足を与えるべく組織を造り上げ

る。

　そのため経営者は強力なリーダーシップを

行使する。従業員に顧客品質の重要性に関す

る意識を高め，さらには行動能力を洗練する

ため教育訓練を徹底する。各人の職場におけ

る改善能力を身につけて貰い，品質競争に遅

れをとらないようにする。その意味は，原価，

納期においても刻々改善が進み，高品質，低

原価，短納期を文字通り実現することである。
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また変り身の速さを示すアジリティー（敏速

性）の必要性も強調される。

　TQMの推進はトップ陣から現場まですべ

てを巻き込み，部品供給企業から購買，販売，

顧客サービス，財務関係者が，設計，生産技

術，製造部門と協同し，品質設計，品質実現

を行う。全社的参画なくしてTQM，その基

底にある改善活動はなく，しかもこの改善活

動は終ることがない。およそ競争世界で改善

の必要のない職場はない。このような考え方

にアメリカの産業社会が変わったところに驚

きがあり，わが国にとっては脅威である。

TQMを構成する手法

　TQMを構成する手法の大部分は，トヨタ

生産方式とQCサークルの手法が占める。と

りわけトヨタ生産方式のほとんどがTQMの

内容を構成する。例をあげれば止まることの

ない改善，ムダの排除，ヨコテン，人偏のつ

いた自動化（自働化），トヨタ的な意味あい

での仕事（付加価値をつける）を行うこと

等々枚挙に暇ないほどである。わずかに違い

のあるのは，アメリカでは統合された情報シ

ステムを適用する傾向が強いのに対し，日本

では特定部分から情報化を進める傾向のある

ことだろう。

　ベンチマーキングにしても，第二次世界大

戦後，日本の産業人が渡米し，多くのことを

学び，実践したことに関係がある。アメリカ

でみた新しい動きを参考に日本の企業を立て

直し，1980年代初頭にはアメリカに脅威を感

じさせるまでに到達した。模範となる実践例

を発見し，これに追いつき追い越すプロセス

がベンチマーキングである。いまや日本の実

践が，アメリカを媒介に世界の実践へとつな

がる傾向にある。このことは日本が過去の成

功にもはや安住し得ないことを意味している。

21世紀，日本製造業の生きる道

　QCサークル活動，トヨタ生産方式のすぐ

れたノウハウの導入，TQMモデルの推進が

世界の潮流となったとき，日本製造業はどこ

に新たな競争点をみつけることができるか。

それは，豊かな想像力，これに支えられた創

造性の大いなる発揮だろう。日本の企業はこ

れまで以上に想像力（イマジネーション）と

創造性（クリエーティビティ）を育てる経営

戦略を持つことが肝心だといえる。

　想像力そして創造性を持った人材の獲得，

その能力を高めるための教育・訓練，想像力

を豊かにし，創造性発揮をうながすチームづ

くり，外部での成果発表，外部との交流推進

などによって一人一人の働きを活性化する。

また情報吸収の感度を高め，卓抜な着想を生

み出すことができるようにする。それには日

頃からの多彩な生活行動，広汎な分野への関

心，様々な分野の人々と交流する。これに

よって情報への知覚，選択，識別の能力を高

める。さらには部分をみて全体を知覚する能

力も高める。

　想像力についても発想の自由さを保ち，自

在に連想を拡げる習慣をつける。予知力を鋭

くする。タイミング感覚を磨く，バランス感

を整える。過去から未来を見通す洞察力をつ

ける。問題を解決する，新たな方法を発見す

る。発明・発見を事業に応用するアイデアを

着想する。これらは，いずれも学習し，考え

に考えた末，直観することが多い。心理学の

専門家によると，ここにもスキルの形成でき

る余地があるという。
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　以上例示したものは知的直観のスキルと呼

べるものであり，これからの企業の競争力の

源泉となるものである。もちろん広汎かつ

アップ・ツー・デートな情報を持つこと，絶

えず先端分野の科学技術知識を吸収すること

は前提である。そのうえで未知の分野で壁を

破るべく知的な直観スキルを行使するのであ

る。企業はこのような能力をフルに発揮でき

る組織づくり，教育訓練体制づくり，人事考

課を設けるべきである。人が生き生きとして，

斬新な発想をして，企業の各所で改善が進み，

革新のための努力が持続的に進められている

ことがあるべき姿であろう。

む　す　び

　日本の企業の真の能力はTQM，　ISO9000

そしてISO14000をのりこえたところで発揮

されるだろう。技術のコンテントに新規性を

加える。そのための人材が輩出する。そんな

企業こそ21世紀にベンチマークされる企業だ

ろう。

　　　　　　　　　（筆者は中部産政研顧問）

著者紹介

小川　英次（おがわ　えいじ）

〔略　歴〕

昭和6年1月

昭和28年3月

昭和30年3月

昭和35年4月

昭和37年3月

昭和39年7月

昭和51年1月

昭和60年1月～61年12月

昭和63年4月～平成3年3月

平成3年4月一一　6年3月

平成6年3月

平成6年4月

名古屋市に生まれる

名古屋大学工学部機械学科を卒業

同学経済学部経営学科を卒業

大学院博士課程を終え，名古屋大

学経済学部助手

同専任講師

同助教授

同教授

　　　　　経済学部長

　　　　　　経済構造研究セン

ターセンター長

　　　　　名古屋大学大学院国際

開発研究科長

退官，名古屋大学名誉教授

中京大学経営学部教授となり現在

に至る

〔主な著書〕

著書「現代の中小企業経営」　日経文庫，1991年

編著「技術革新のマネジメント」

　　　　　　　　　　　　中央経済社，1991年

編著「トヨタ生産方式の研究」

　　　　　　　　　　日本経済新聞社，1994年

著書「新起業マネジメント」中央経済社，1996年
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1　［liil　ll　ll

企業年金の課題と展望

　年金評論家

村　上　　　清

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職年金のみ」が4．1％，そして93．4％は「両
1　退職金と企業年金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度の併用」となっている。大企業では，

　企業年金の記事が新聞に大きく出る。この　　「退職一時金と退職年金（企業年金）の併

取扱いはどうも，労使，とくに労働者の視点　　用」が，退職給与の通常の姿である。

からずれているように思える。　　　　　　　　併用される両制度の関係を示したのが下の

　中労委の調査（平成9年）では，退職給与　　図である。白い部分は退職金で，斜線部分は

の形態は，「退職一時金のみ」が2．5％，「退　　そのうちで退職年金（企業年金）に移行した

　　　　　　　　　　　　退職金と年金の関係

移　　行　　の　　型
年　金　制　度 退職　金制　度

定　年給付 中　途　給　付 定　年給　付 中　途給付
（1）全　　面　　移　　行

∠∠］⇒纏

年金給付 一 時金給付 給付　な　し 給付　な　し

②　中途給付を含めて

　一部移行

一一一一…

従来の退職金の

一定割合を年金

で給付

従来の退職金の

一定割合を一時

金で給付

移行部分以外を

一時金で給付

移行部分以外を

一時金で給付

（3）定年給付の一部移行

∠∠］ゆ∠ヨ

移行部分は年金

で給付

給付　な　し 移行部分以外を

一時金で給付

一 時金給付

（4）別　　途　　新　　設 新設部分につい

て年金で給付

新設部分につい

て一時金給付ま

たは給付なし

一 時金給付 一 時金給付

白い部分……退職金制度，斜線部分・　・年金制度
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部分である。移行の方法には，（1）全面移行，

（2）横割一部移行（中途退職の給付を含めて一

定割合を移行），（3）縦割一部移行（定年退職

またはこれに準ずる長期勤続の給付の一部を

移行），（4）別途新設がある。

　このうち，どれが多いか。圧倒的に比率の

高いのは縦割一部移行で，企業の規模が大き

いほどその割合が高い。退職金は日本の伝統

的な慣行で，まず労使で退職金額が協定され

る。あとで導入される企業年金は，退職金の

一部移行で，その内枠である。縦割り一部移

行が多い理由は税制である。退職給与引当金

と企業年金の両方の税のメリットが享受でき，

最小の資金準備（資金の社外流出）で最大の

節税の効果を得られる。

　縦割一部移行の下では，まず退職金が協定

され，これが労使間では，いわば憲法である。

企業が正常に活動している限り，会社が一方

的に不利益変更はできない。企業年金はその

内枠で，退職金の費用を前払いして積立てて

いる部分である。給付は年金か一時金かの選

択で，年金とは一時金の分割払い（例えば，10

年とか15年の有期）か，それに終身支給（終

身年金）を付加したものである。

　かりに，協定された退職金が2，500万円と

する。企業年金から支払う部分が1，000万円

だとすると，会社は差額の1，500万円を支払

う。なにかの事情で企業年金が500万円に半減

したとすると，会社の支払分が2，000万円にな

り，協定した2，500万円は変わらない。極端

な場合，企業年金を廃止したとすると，2，500

万円の全額を会社が支払う。会社の倒産は困

るが，正常に運営されている限り，企業年金

がどうなっても，労働者は困らない。2，500

万円の退職金は協約で守られているからであ

る。

　社会経済生産本部は毎年，「活用労働統計

一
賃金交渉の指標」を刊行する。労使交渉の

参考になる統計資料がぎっしり掲載されてい

る。退職給与に関しては，「モデル退職金」

だけ。企業年金の言葉はどこにも出てこない。

労使に重要なのは退職金で，企業年金はたん

にその一部，内枠だからである。

　「労使の関心は退職金，マスコミの見出し

は企業年金」。なぜ，そうなるか。企業年金

ばかり声高に言う人がいるから。第1は，企

業年金をメシの種にする人たち。財テク業界

などである。第2は，厚生省年金局。年金の

名がつかないと，他の省の所管になってしま

う。第3は，マスコミ。新奇なものを好む。

退職金は古くてダサイ。封建的な感じもする。

企業年金は米国からの輸入で，モダンで新し

い時代の流れ，という浅薄な理解からである。

以下では，もっぱら企業年金になった部分を

論じるが，労使にとって最重要なのは退職金

であることは忘れないでもらいたい。

2　各国の退職給与と退職金・企業年金

　「企業年金」とは俗語で，労働省の統計で

は「退職年金」という。退職給与の中に，一

時金も年金もある，と考えると分かりやすい。

また，在来の退職金は概して非積立で，税制

上では引当金を利用した。企業年金は事前積

立で，掛金は損金になる。

　退職給与の形態，運営方法は，国により異

なる。米英系の国は，日本でいう適格年金の

積立方式である。給付は終身年金（夫婦年

金）が普通だったが，近年の米国では一時金

が急増し，年金を凌ぐ勢いである。ドイツや

スウェーデンは非積立が主流で，引当金を設
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けると損金になる。日本の退職給与引当金は，

ドイツに倣った。あとで米国流の積立式の企

業年金税制が設けられたから，両者が併存し，

組合わさって利用されている。

　イタリアは退職一時金の国。日本の退職金

とそっくりで，引当金で損金になる。会社が

倒産しても退職金は支払えるような保証制度

がある。フランスは，全国的な労使協定によ

り，全体の資金をプールした画一的な制度を

設けており，企業年金というより，労使協定

による「第二の公的年金」と称した方がよい。

　日本での議論では，もっぱら米国が参考に

されるが，世界は広い。給付には年金も一時

金も，運営には積立も非積立（引当金方式）

もあることを，十分に理解されたい。

　米国と比較した場合，米国では企業年金

（一時金支給を含む）そのものが退職給与だ

が，日本の企業年金は退職金の内枠であるこ

とが大きな違いである。米国のペンション

（pension）が，日本では「企業年金」と訳

されるが，これは正しくない。ペンションに

は「年金」の意味もあるが，今では広く「退

職給与」をいう。現に，年金でなく一時金の

ペンションが急増しているのだから。米国の

ペンションに対応するのは，日本の退職金

（企業年金を含む）である。

　日本の退職給与の運営は，世界の見本市で，

ドイツ流の引当金と米国式の企業年金とが，

併存し混在している。近年は，退職給与引当

金の損金算入額を圧縮しているので，税の事

情からは，積立式の企業年金が増えるだろう。

三菱総研の調べた「企業年金の採用理由」で

トップの回答は，「税制上で優遇措置が適用

される」で，どの国でも税の扱いが運営の形

態を決めている。

3　企業年金の財政

　今の企業年金の悩みは，積立不足。予定し

た5．5％の運用ができないから。不足を埋め

る企業の追加拠出は，経営の重荷になってい

る。

　積立不足は以前にもあった。高度成長期や

石油危機の時期には，賃金が2ケタで上昇し，

これに応じて退職金額も膨張した。企業年金

の財政計算では，ベアは見込んでいない。急

激なベアで給付債務が増大すると，掛金を積

んでも積んでも積立不足は増えつづける。今

は，金利は低いが，ベアはゼロに近い。財政

的には，今の方がましだが，高度成長期には

問題にならず，今は深刻に論じられるのは，

景気全般のせいだろう。

　掛金の計算には，利率だけでなく，昇給率，

脱退率，死亡率などを予想して組み込む。未

来は分からぬから，いずれも予想（目見当）

である。利率も同じ。将来に起こりそうな率

を想定し，実際との差異で生じる過不足は，

掛金の増減で調整する。そのリスクを負うの

は事業主だから，予定利率は企業が，専門家

に相談し，自分の責任で決める。米国では，

予定利率は企業ごとに違う。日本で，利差に

よる積立不足が生じたのは，将来の利率の予

想を見誤ったから，ともいえる。

　日本では5．5％が唯一無二と思われたのは

迷信である。お上が，だれにも分からぬ遠い

将来の利率を5．5％と決め，画一的に押しつ

けていたのは，異常である。今は規制緩和で，

予定利率の自由化が進んでいるが，これは当

り前の話。積立不足を嘆く前に，自己の責任

で予定利率をどう決めるかが先決である。利

率だけではない。昇給率や脱退率，死亡率も

9



同じく自己責任で，予定と実際との外れの影

響は利率と同じぐらい大きい。

　とはいえ，現実には利差損で赤字になる。

予定利率を現実に合わせて引下げると，債務

額も掛金も増えるが，これは仕方がない。ど

んな積立て方をしようと，規定の退職金を払

うだけの費用は必要である。年金額の切下げ

をする例もあるが，これは支払中の利率を引

き下げるから。年金でなく一時金で受給すれ

ば，給付は変わらない。労使間の憲法は退職

金。その分割払い中の利率を現実に近く改め

るという話である。

4　厚生年金基金の代行

　米国など諸外国にはなく，日本だけの異常

現象は，厚年基金による代行である。これは

公私混同で，米国など世界の常識では，やる

べきでない。そのような助言を海外から受け

ながら，厚生省が基金の拡大を図ったのは，

省利省益から。多くの弊害を生じた。国民経

済の浪費と勤労者間の不公平を生み，今は不

況回復の足かせになっている。

　基金の設立は任意。奨励策に多くのメリッ

トを与えた。当初は高金利で，本体の資金は

財投で約7％に回っていた。基金で代行する

と，5．5％を上回る分は基金（企業）の利得。

7％運用の公金を5．5％で浮き貸しし，代償

として年収1，000万円の天下りを押しつけた。

他にも税制上の有利性などを，政治力で与え

た。これによる利得は約5兆円と推計され，

その同額が一般の勤労者にツケ回された。5

兆円は1億人で割ると5万円。4人世帯なら

20万円のツケである。

　今は，低金利で積立不足。企業の赤字を増

大させ，リストラにもつながる。国民の福祉

や豊かさに責任を負う厚生省が，省益の擁護

で国民に迷惑をかけ，景気回復の足を引っ

ぱっている。経団連も日経連も連合も，「代

行は返上すべき」と言っている。企業年金は

労使のもの。それは民意である。民意に沿う

のが民主政治ではないのか。公的年金は，国

民みんなの助け合い。大政奉還は一刻も早い

方がよい。

5　確定拠出型・401（K）プラン

　今のホットな話題は「確定拠出型・401K」。

言葉だけが先行して，誤解ばかりが目立つ。

米国では退職給与を（1）defined　benefit（確定

給付，給付建て）と，（2）defined　contribution

（確定拠出，掛金建て）とに大別する。前者

は，給付が一定の基準（例えば最終給与の一

定率）で決まる。大幅なベアなどあれば，給

付は予定外に増え，追加拠出も要る。給付額

は不確定なのだから，「確定給付」は良い訳

ではない。

　後者は掛金（例えば，給料の7％）と決め

て，その元利合計が給付になる。積立金の運

用方法，金利や賃金，物価水準の変動により，

退職時の給付が，その時点の賃金や生活水準

に，どの程度の重みをもつかは，不確定であ

る。

　米国では，給付建てが伝統的だったが，近

年は掛金建て（とくに401K）が急増してい

る。理由は，産業構造の変化（長期勤続の重

厚長大産業から，移動率の高いハイテクや

サービス業に労働力が移った）など，多様で

ある。

　確定拠出で，日本に導入の可能性のあるの

は，（1確定拠出の退職金（中退金はその一

例）と，（2）個人掛金が主体の老後貯蓄（日本
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では財形，米国では401K）である。いずれ

も，個人別貯蓄の元利合計だから，給付は一

時金である。新聞等で「401K年金」とある

のは間違い。日本の財形と違うのは，掛金が

税制上で所得控除になること。概して，事業

主の補助金（日本では財形給付金）がつく。

概して，拠出に余裕があり税率の高い高所得

者ほど有利である。クリントン大統領は最近，

別に低所得者向けの有利なUSA（ユニバー

サル・セイビングズ・アカウントの略）貯蓄

を始めると言明した。

　掛金建ての退職給与は，現行の給付建てか

ら切り替えても，退職金の内枠であるなら，

労働者にはなんの影響もない。切替えで，企

業年金からの給付が1，000万円から800万円に

下がったら，会社の直接の支払いが200万円

増えるから。退職金と別枠のプランなら，労

使が慎重に協議すべきだろう。

　米国で一時金が増えているのは，ニーズも

魅力もあるから。老後の資金は「年金」と決

めつけるのは，厚生省年金局の作った迷信。

老後の資金のうち，日常の生活費は厚生年金

で足りる。他に必要なのは，冠婚葬祭や病気

入院，住宅改築など。一時金からの取り崩し

が適する。自分の死後，家族にいくらかの資

金を残したい気持もあるだろう。退職金の年

金化を強調する厚生省の役人が，自分では60

ケ月分の退職手当を受け取り，ホンネは退職

金のままがいいという。

　確定拠出と確定給付の折衷プランもある。

掛金建てで，利率は一定に保証するもので，

キャッシュ・バランス・プランという。他に，

ペンション・エクイティ・プランというポイ

ント制の退職給与も，IBMなどで採用され，

注目されている。このIBMの制度などは，

日本の退職金とそっくりである。青い鳥は，

遠い海の向こうではなく，意外に足許にいる

のかもしれない。

著者紹介
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「年金制度の選択」（東洋経済新報社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　他多数
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アメリカの年金制度と

日本版401（K）プランの導入

　　（監）伊東会計事務所

公認会計士毛利弘基

1．日本の企業年金の現状

　日本の年金制度が危機に瀕していることは，

国民全体の共通認識になりつつあるが，それ

は公的年金のみならず，企業年金についても

例外ではない。

　厚生年金基金を例にみると，平成8年度に

おいて，積立て不足を抱えている基金の数は，

全1，878基金のうち約60％の1，040基金となっ

ている（厚生省年金局調べ）。これは，予定

利率が5．5％と一律に定められていたため，

実際運用利回りが恒常的に5．5％を下回るバ

ブル以後の現状では，積立て不足が生じる可

能性が高くなっていることをあらわしている。

また，繊維産業などの構造不況業種の基金で

は，解散を余儀なくされている場合もあり，

解散件数も著しい増加を見せている。積立て

不足に陥っている場合には，追加拠出を行う

体力のない企業の基金はこれからも解散に追

い込まれる状況が続くだろう。

　これらの問題点を解決すべく，米国の401

（k）プランに代表されるような確定拠出型の

年金を日本にも導入しようとする案がにわか

に浮上してきた。このいわゆる日本版401

（k）プランが企業年金問題を解決する妙手と

なるのか，導入から約20年近く経つアメリカ

の企業年金の現状から探っていきたい。

2．アメリカの企業年金の歴史

　日本の企業年金が，退職一時金を補完する

意味で発展してきたのに対して，アメリカで

はもともと退職年金制度から自然発生的に発

展してきた。また，公的年金が貧弱なことも

あり，企業年金が老後所得の中心となってい

る。我が国では，企業からの恩恵的な側面が

あるのに対して，アメリカでは，賃金の後払

い報酬として企業年金をとらえる考え方が定

着している。しかし，内部積立てでは企業が

倒産したときには年金が支払われないこと，

また，外部積立てでも財政運営が適切でなけ

ればやはり年金が支払われないことか

ら，1974年に年金受給権を保護し，十分な積

立てを強制するエリサ法（Employee
Retirement　lncome　Security　Act）が制定され

た。基本的には，このエリサ法の規定に従い

企業年金は規制されているが，401（k）プラ
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ンのような確定拠出型の年金制度については

積立て方法等の規定は非適用となっている。

3．アメリカの企業年金の現状

　アメリカの企業年金制度は，日本の企業年

金と同様の確定給付型と，401（k）プランに

代表される確定拠出型に大別される。

　まず，確定給付型の平均的な給付内容は，

退職年齢（65歳以下）で退職した場合，過去

の全勤務期間の平均給与か，退職時から湖っ

て3　一一10年の平均給与に，単位給付方式（勤

続1年につき1～2％の給付率を付加）か一

律給付方式（最低勤続年数以上であれば一定

率）の支給率を掛け合わせた年金額を支給開

始年齢（65歳）から終身にわたって支給する

仕組みとなっている。この確定給付型は，当

然これに必要な拠出金を年金数理計算に基づ

いて積立てていく必要があり，年金の維持，

運用等エリサ法の規制を受けて企業のコスト

負担もかかるため，歴史のある大企業に多い。

　一方，確定拠出型は，従業員と企業が拠出

した金額に基づいて，それを運用した結果，

将来の年金額が決まってくる制度である。も

ちろん確定給付型のように将来の年金額が約

束されているわけではなく，拠出の金額，方法

等が決められているにすぎない。通常，賃金

の一定割合を拠出し，従業員毎の個別の口座

に拠出額，運用収益が蓄積される。確定拠出

型は，エリサ法の規制が少なくポータブルな

ことから，最近のコンピュータ関連企業等の

歴史が浅く，従業員の回転が速い企業に多い。

4．確定給付型と確定拠出型の比較

　確定給付型のメリットは確定拠出型のデメ

リットになり，確定給付型のデメリットは確

定拠出型のメリットになることが多い。同様

に企業側のメリット・デメリットと従業員側

のメリット・デメリットも反対になることが

多い。以下に確定給付型と確定拠出型のメ

リット・デメリットをまとめてみる。（「年金

会計をめぐる論点　資料編」財団法人　企業

財務制度研究会編より一部抜粋）

確　　定　　給　　付　　型 確　　定　　拠　　出　　型

メリット デメリット

。従業員を企業に帰属させるインセンティブあ ・従業員毎の詳細な資産運用の記録等の管理が

り 必要

・資産運用の効率化等による掛金軽減が可能 ・資産運用状況が良好でも掛金軽減ができない
企　業

デメリット メリット

・掛金の追加拠出の可能性がある ・掛金の追加拠出義務が生じない

（積立て不足の可能性がある） （積立て不足は生じない）

・支払保証制度の必要性は高い ・支払保証制度の必要性は低い

メリット デメリット

・退職後収入としての保障が確実 ・退職後収入としての保障に劣る

・運用リスクを負わない ・運用リスクを負う

・運用収益向上に対する企業の動機づけが強い ・運用収益向上への企業の動機づけが弱い

・加入者の間で投資のリスク分散が可能 ・安全性を重視し，保守的な運用になりやすい
従業員

デメリット メリット

・転職に際してのポータビリティが困難 ・転職に際してのポータビリティが容易

・従業員毎の年金原資が明確でない ・従業員毎の年金原資が資産残高として把握が

・従業員は運用方法や資産構成等を選択できな 容易

い ・従業員は運用方法や資産構成等を選択できる
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5．401（k）プラン

　確定拠出型の代表例が401（k）プランであ

る。確定拠出型の利益分配プラン等の中で，

特に内国歳入法401条k項を満たすものは，

従業員拠出分について一定額まで個人所得税

額控除の対象となり，年金受取時まで課税が

繰り延べられることから，このような確定拠

出型のことを401（k）プランと呼んでいる。

　具体的な401（k）プランの内容は，おおむ

ね次のようになっている。

　まず，従業員が税引き前給与の一定比率を

毎月401（k）専用口座に振り込む。企業も従

業員の年収の一定比率（従業員拠出の50％が

多い）をこの口座に振り込む。従業員は企業

が提示した複数の金融商品（リスク別の投資

信託等）から自由に運用対象を選択する。従

業員拠出金は一定額まで所得税額控除の対象

となり，運用収益にも課税されない。ただし，

資金の引き出しについては原則として59．5歳

までは引き出せず，経済的な困窮状態等の一

定の条件を満たさず就業中に引き出した場合

には，10％の懲罰税が課される。

　401（k）プランは1980年代から登場したが，

従来の確定給付型と比べた場合に企業側に

とっては資産運用リスクを負わないこと，エ

リサ法の規制が少ないこと，財務諸表に与え

る影響が少ないこと，また，従業員にとって

も自助努力で有利に年金資産を貯蓄できるこ

と，前述した所得税額控除に加え，受け取り

から60日以内であれば他の税制適格年金制度

に移管し，課税時期をさらに繰り延べること

ができること，ポータビリティが確保される

こと等のメリットがあり，1980年代以降に設

立された企業年金制度のほとんどは401（k）

プランである。年金資産の残高では，401

（k）プランの比率が50％弱まで高まっており，

いずれ401（k）プランが確定給付型を抜くの

は確実であるといわれている。しかし，確定

給付型は歴史が古く規模の大きい制度が多い

ため，確定給付型を廃止して401（k）プラン

に全面的に移行するケースは少ない。また，

確定給付型と401（k）プランを組み合わせて

併用する企業も多くなっている。アメリカで

も決して確定給付型が無くなっていっている

のではなく，企業と従業員がより適切な年金

制度を選択できる余地が広がっていると解釈

できる。

　401（k）プランがアメリカ全体に浸透して

いっている一方で，新たな問題も発生してき

ている。低所得者層は，もともと所得税額自

体が少ないため，401（k）プランの恩典であ

る所得税額控除を活用するメリットが少ない

こと，また，積立てに回す余裕資金も少ない

ことから，401（k）プランへの拠出額が少な

く，老後に必要な年金額を確保できない人が

多い。もしくはせっかく積立てても資金を引

き出してしまう人も多く，この場合には前述

したように懲罰税まで課されてしまう。した

がって，401（k）プランは中産階級にとって

は，アメリカの株価上昇と相乗効果をもたら

して非常に人気があるが，低所得者層との資

産格差をもたらす新たな火種となっている。

6．日本版401（k）プラン

　2001年から年金会計が導入されることで，

いわゆる「見えざる債務」だった年金の積立

て不足の金額が企業の財務諸表にオンバラン

スされる。企業にとっては利益を圧迫し，格

付け等にも影響を及ぼしかねない切実な問題
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となっている。日本版401（k）プランが導入

されれば，企業は，拠出額だけを費用として

認識すればよいため，年金費用がコントロー

ルしやすくなる等のメリットがある。また，

アメリカでは，401（k）プランの投資先に自

社株を加えている企業も多く，自社株の株価

維持ひいては日本全体の株価維持にも役立つ

ことが期待されている。従業員にとっても，

ライフスタイルの多様化から転職しやすい日

本版401（k）プラン導入を望む声もある。

　しかし，確定給付型の企業年金がこれだけ

積立て不足を抱え深刻な状況に陥っているの

は，バブル崩壊による低金利が続いているか

らであり，それは，金融機関等による日本全

体の資産運用の失敗に原因があるといっても

過言ではないだろう。そうであるならば，日

本版401（k）フ゜ランが導入されても，運用リ

スクが企業から従業員に移るだけであり，企

業年金の根本的な解決にはならないであろう。

なぜなら，運用する側の金融機関等が変わら

ないからである。逆に言うと，金融機関等の

体質，モラルが変われば，企業年金問題も自

ずと解決の方向に向かうかもしれない。その

ためには，まず，金融機関等に対して，運用

リスクの説明を含め，タイムリーに情報を開

示させるような法整備が急務であろう。その

ような体制が整った上で，初めて日本版401

（k）プランの導入は企業にとっても，従業員

にとっても企業年金の選択の幅が広がる望ま

しいものとなるだろう。

著者紹介

　　　毛利　弘基（もうり ひろもと）

〔現　職〕

公認会計士，監査法人伊東会計事務所勤務（退職

給付会計委員長），日本公認会計士実務補修所講

師，委員

〔略　歴〕

1964年　愛知県生まれ

同志社大学卒業

公認会計士二次試験合格後，監査法人伊東会計事

務所入所

〔主な著書〕

「仕訳ガイドブック」（共著）新日本法規出版

「わかりやすい損金処理判断の手引き」（共著）

　　　　　　　　　　　　　新日本法規出版
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労働経済学からみた

　　　　退職金・企業年金制度

大阪大学社会経済研究所

助教授　大　竹　文　雄

1．はじめに

　年功賃金や終身雇用制度は，低成長や高齢

化社会では維持できなくなってきたという意

見がある。確かに，中高年を中心にしたリス

トラや年俸制のような能力主義的賃金の導入

が行われているところをみると，そのような

印象を人々がもつのは当然かもしれない。同

様に，年功賃金をより強化する形で設計され

てきた日本の退職金・企業年金も多くの問題

を抱えている。80年代から，日本では退職金

・ 企業年金に関する改革は徐々に進められて

きた。退職給与引当金制度を利用した退職金

制度の問題点として，退職金の保全措置が不

十分であるということがあった。これについ

ては，多くの企業で厚生年金基金や適格年金

制度といった企業年金制度を導入する一方で，

一時金による受け取りというオプションを設

定することにより，退職金制度を事実上保持

しつつ，積立金の保全措置の強化が行われて

きた。また，旧来の退職金制度の多くでは，

退職金の金額は，勤続年数と最終賃金から決

定されている場合が多かった。このような制

度についても，ポイント制といわれる過去の

実績をより反映する退職金制度を導入し，賃

金と退職金の直接のリンクを小さくするとい

う変更が加えられてきた。

　以上のような退職金・企業年金制度の変更

が，過去行われてきたが，最近になって，今

まで以上に退職金・企業年金制度の変更の必

要性が，多くの企業で認識されている。その

理由には，次の3点が考えられる。

　第一に，1993年以降の不況で，多くの企業

が倒産し，企業年金の解散が相次いでいるこ

とである。その際，企業年金の積立不足が明

らかになり，企業年金の支給額の切り下げが

実際に生じたことにより，企業年金基金の保

全に対して関心がもたれたことがあげられる。

　第二に，雇用調整の増加や転職率の上昇に

より，企業年金のポータビリティの欠如が，

問題になってきている。この議論は，企業年

金のポータビリティの欠如が，転職率を引き

下げすぎているために，新しい産業に労働者

が移動しない原因になっているのではないか，

という議論にもつながっている。

　第3に，2000年から導入が予定されている
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国際会計基準の影響である。国際会計基準に

おいては，企業年金・退職金の年金債務を，

有価証券報告書で公表することを義務づけて

いる。企業年金の予定利率が高めに設定され

てきたこと，従業員数が減少する企業が相次

いだことから，積立不足に陥っている企業が

多いと考えられる。実際，97年における推定

では，企業年金基金の積立不足は，日本全国

で40兆円から50兆円にもなるといわれてい

る艮。

　このような退職金・企業年金の抱える問題

点と企業年金の労働経済学的な役割を整理し

ていくのが，本稿の目的である。

2．ねずみ講型賃金・退職金・年金制度

ねずみ講型賃金・年金制度

　「年功賃金制度」とは，勤続年数が延びる

にしたがって賃金も上がっていく制度だと考

えられている。団魂の世代が中高年齢化して

賃金が高くなると，企業経営が成り立たなく

なるため，年功賃金や退職金制度を見直され

なければならないといわれる。退職者が多く

出ると退職金倒産が出てくるという指摘もあ

る。

　どうして，労働者の高齢化によってこのよ

うな問題が生じてくるのであろうか。これは，

企業のなかで若い人たちが中高年を養ってい

ると考えていることから生じる。つまり「ね

ずみ講」に似ている。ねずみ講では新たな加

入者が増えれば増えるほど，元の加入者は得

をしていく。新規加入者が永遠に増え続ける

なら，ねずみ講により全ての加入者は，利益

を得る。しかし，ねずみ講は，遅かれ早かれ

新規加入者の獲得に失敗し破綻する。

　ねずみ講としての年功賃金・退職金制度を

とっているから過去の日本企業の人件費が安

かったのであれば，それは単に企業価値の評

価が正当になされていなかったということで

ある。退職金制度は，会計上，将来支払うべ

き退職金の一部が退職給与引当金として債務

として計上されている。もちろん，この額は

本当に必要な額の一部である。本来ならば将

来支払うべき退職金が確定した段階で全額を

引き当てそれに対応する資産を保有しておく

必要がある。もし，そうしていないのなら，

その企業は本来積み立てておくべきだった資

産から得ることができたはずの利回りを受け

取っていないことになる。その分が隠れた損

失である。

　若い人口構成のもとでねずみ講型賃金・退

職金制度をとっているが故に日本企業が外国

企業なみの利益を挙げてきたのなら，本当の

利益はそれより低かったことになる。つまり，

積立不足分の増加額と失った積立金からの利

子収益を実際の利益から差し引いて，企業価

値を評価する必要があった。これらの費用は

表立った人件費としては現れない。しかし，’

企業の情報公開が正しく行われていて，資本

市場が正しく機能していれば，このようなね

ずみ講型賃金によって表面上業績がよく見え

る企業の株価は高くならない。

国際会計基準

　従業員の平均的離職率が分かれば，その従

業員を採用した時点で生涯にわたる人件費は

ある程度予想できる。企業年金・退職金につ

いては制度をもとに，既に確定的になった部

1　野村興銀インベストメント・サービスの推計に基づく（『週間東洋経済』1999．2．6，p．35）
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分について，その債務を計算することもでき

る。ところが，実際には年金債務に関する情

報が広く公表されていなかった。これには，

退職金や企業年金の受給権が，在職中に確定

せず退職時になってはじめて確定するという

日本の制度が大きな影響を与えている。

　ここで，受給権とは，企業年金や退職金に

ついて個々の制度規定に基づいて算出された

発生給付額を受け取る権利のことをいう。米

国のエリサ法（従業員退職所得保障法）にお

いては，年金制度の加入者に対して受給権を

早期に確定的に付与することが義務づけられ

ている。エリサ法では，いったん付与された

受給権は，労働者が早期に退職したり，不正

行為を理由に解雇された場合でも使用者が没

収することは許されていない。これに対して，

日本では，企業年金・退職金とも受給権は退

職時に成立するものと解釈されている。その

ため，懲戒解雇に伴う退職金・企業年金の減

額・不支給も可能になっている。

　退職金・企業年金の受給権が退職時に付与

されるという日本の制度のもとでは，既に発

生している退職給付について，必ずしも使用

者の労働者に対する法的な債務負担を意味し

ない。しかし，原則として2000年度から導入

が予定されている国際会計基準のもとでは，

退職金・企業年金を包括的に，発生主義に

よってとらえることになる。すなわち，退職

金・企業年金は，勤務期間を通じた労働の提

供に伴って発生するものと捉え，その発生し

た期間に費用として認識し，それを実際に支

払うまでの間は債務となる。これが企業年金

債務である。もちろん，企業会計上の債務と，

受給権とは異なる。しかし，今まで「隠れ負

債」であった退職給付が，企業の財務諸表上

明示されることの影響は大きい。

3．退職金・企業年金の経済学的役割

退職金・企業年金の生産性効果

　退職金や企業年金の経済学的な役割は何で

あろうか？今までの議論では，退職金・企業

年金の積立不足という現象を通して，ねずみ

講としての側面を指摘した。成長率が高い企

業においては，年金や退職金を積立方式では

なく，ねずみ講型で運営することにより，高

い収益を得られることになる。これは，公的

年金を賦課方式で運営した場合，人口成長率

や経済成長率が利子率より高い場合には，積

立方式より有利な収益率を達成できることと

同じである。この場合の問題点は，企業の場

合には，永遠に成長する企業を想定すること

が困難であることである。成長率が低下して

しまうと，ねずみ講型の企業年金は，運営が

難しい。

　実は，確定給付型の企業年金制度には，そ

の運営が積立方式であったとしても生産性を

高める働きをもっている。第1に，従業員が

不正を働いたり，怠けたりしたことが発覚し

た場合に退職金・企業年金を減額することが

できれば，従業員の勤労意欲は高まる。第二

に，転職をすると損をするような退職金・企

業年金制度によって，転職を抑制しておくこ

とにより，企業は安心して従業員の訓練を行

うことができる。簡単に転職できれば，訓練

した労働者が，高い生産性を発揮するように

なると転職してしまう可能性が高い。そうす

ると，企業は，自社の従業員を訓練費をかけ

て育てようとしなくなる。第三に，早期退職

優遇制度のように，定年以前で辞めると退職

金を割り増しするような制度を作ることによ
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り，退職を促進させることができる。

　最初の2点は，怠けたり，転職すると損を

する制度として，退職金・企業年金を設計す

ることに意味がある。最後の点は，制度の設

計によっては退職金制度が退職を促進すると

いう逆の機能をもつことを意味している。

　ところが，仮に当該企業の生産性が，技術

革新のために低下してしまった場合には，労

働者は転職した方が生産性が高くなるかもし

れない。この場合に，転職を抑制する退職金

や企業年金を維持していると，成長企業への

転職が抑制され，経済の構造変化が進まなく

なる可能性がある。転職抑制に対するなんら

かの歯止めが必要である。アメリカにおける

企業年金を規制する法律であるエリサ法にお

いては，過度に長期勤続の労働者を優遇する

ような給付制度を禁止する規定がある。また，

既に述べたように，受給権が勤続期間中に付

与されることになっている。この二点は，企

業年金のポータビリティの確保に貢献してい

る。

転職抑制制度の二面性

　ここに，企業年金制度におけるトレードオ

フが存在する。企業年金には，怠業防止策や

訓練促進のための離職抑制制度という生産性

上昇効果があるのは確かである。一方，当該

労働者の企業特殊訓練の生産性が，技術革新

のために，予想されたほどではなくなってし

まうことも，実際には生じてくる。この時，

当初約束した賃金を支払っていると、企業は

赤字になってしまう。その際に，転職抑制型

の企業年金は，生産性低下効果をもってしま

う。もちろん，このような技術革新は常に存

在するため，そのような技術の陳腐化という

リスクは，ある程度までは予想されているの

が常である。予想の範囲であるならば，企業

は事前に約束した賃金を支払い，労働者を雇

用し続けることになる。

　ところが，技術革新や規制緩和のため企業

特殊熟練の価値が当初予想されていたものよ

り大幅に低下する可能性もある。そのような

場合に，転職抑制制度を維持したままだと，

経済全体として生産性は低下してしまう。

転職・解雇の判断基準

　労働者がどの企業で働くべきかという基準

と実際に労働者が転職を希望したり，企業が

解雇の決定を下す基準との間に，乖離が生じ

ることがある。労働者が転職を決定する際に

は，現在の企業における賃金と他企業におけ

る賃金を比較することで行う。現在の企業に

おける賃金は，企業特殊訓練の生産性に関す

る不確実性のリスクを織り込んで決定されて

いるため，当該企業における労働者の生産性

より低い場合がある。その場合，他企業での

賃金が，現在の企業における賃金よりも高く

なれば，労働者は転職してしまう。仮に，他

企業でのこの労働者の生産性が，現在の企業

での生産性より低くても，賃金の差が生じる

だけで転職してしまう。この場合には，企業

年金制度や年功賃金のような転職抑制制度が

あれば，過剰な離職を抑制することができる。

　一方，不況期のリストラ解雇をすべきかど

うかは，決められた賃金と現在の生産性の比

較で行うのでなく，自企業での生産性と他企

業での労働者の生産性の比較に基づくべきで

ある。他企業での生産性が自企業以上に下

がっている場合は解雇は望ましくないという

ことが重要である。解雇が望ましい場合で

あっても，転職によって不利となる退職金・

企業年金制度を補填するかたちで，退職金の
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割り増しを行うか，他企業で十分に高い生産

性を発揮できるような訓練を行うことが企業

にとって必要である。

　ところが，解雇規制が厳しいために経営状

況が極端に悪化した時点で初めて解雇に踏み

切ると退職金の割り増しを行うような余裕が

ない上，経営の先行きが不透明な場合には，

企業の評判を気にする必要性も小さくなる。

効率的な離職・解雇が行われるためには，企

業と労働者の間の相互信頼と情報の共有が必

要なことは明らかである。通常，企業は労働

者の代替的な雇用機会に関する情報は少ない

であろう。労働者が，企業特殊熟練の結果生

じている当該企業での生産性に関する情報を

正確に手に入れることは難しい。仮に，その

ような情報に関する非対称性があり，相互不

信があれば，賃金水準を事後的に調整するこ

とは困難になり，過剰な離職と過剰な解雇が

発生してしまう。

過剰解雇・転職の抑制

　過剰な離職と解雇を防ぐための解決策とし

て，解雇の場合には企業年金や退職金の損失

を小さくすることがあげられる。実際，これ

は日本企業の退職金制度ではごく普通である。

ところが，アメリカ企業では，企業年金の場

合に両者の区別をつけることはほとんどなさ

れていない。

　実際，ラジアー教授は，この区別をつける

ことが難しいことを指摘している。第一に，

仮に怠業を抑制するために退職金や企業年金

が存在していたとすれば，業績悪化による解

雇と怠業による解雇の区別をつける必要があ

る。しかし，企業側には整理解雇であったと

しても，怠業による個別解雇であると主張す

る機会主義的な動機が存在する。

　第二に，代替的な雇用機会がある場合，労

働者は故意に生産性を落とし解雇を誘発しよ

うとする。一方，解雇を行いたい企業は，労

働条件を悪化させることで自発的離職を誘発

しようとする。ただし，事業所閉鎖の場合に

はこのような問題は生じない。それが，アメ

リカでは，事業所閉鎖が頻発する理由だとさ

れている。

　労使双方の機会主義的行動を引き起こす可

能性がある契約は，アメリカにおいては最初

から結ばれないと考えられている。むしろ，

企業特殊熟練の蓄積というメリットを放棄し

ても，転職による損失を最低限にするような

法的整備を行っていると考えられる。

　日本においては，長期雇用による企業特殊

訓練の促進というメリットを享受することを

より重視している。もちろん，企業の機会主

義的行動がなければ，労働者は転職抑制型企

業年金のもとで，安心して企業特殊訓練に投

資できる。また，その生産性が予想より大幅

に低下した場合には，割り増し退職金を支給

されることによって，他企業に転職すること

が可能になる。

　企業年金の受給権が退職時まで付与されな

いということによって，生産性上昇効果は存

在する。しかし，企業が経営状態が極端に悪

化した場合に，機会主義的な行動が出てこな

いという保証はない。その意味で，確定給付

型の企業年金においても，受給権の付与ルー

ルを明確にすることが，倒産頻発時代には必

要になってくる。また，転職の際に，より

ポータビリティが高いと考えられる確定拠出

型企業年金の導入もこのような問題を軽減す

ると考えられる。
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4．むすび

　企業年金制度の重要な機能の一つは，転職

を抑制し，企業特殊訓練によって生産性を向

上させることにある。しかし，この望ましい

機能が正しく働くためには，労使双方の情報

共有が必要である。予想外の技術革新があっ

た場合に，賃金や企業年金の見直しを行うこ

とができるか，割り増し退職金の支払いや能

力開発訓練を行うことができるか，というこ

とは労使の情報共有と信頼があってはじめて

なりたつ。退職理由によって企業年金受給額

を変える余地がある日本的な受給権の付与方

式には，労使双方が機会主義的な行動に走る

誘因が潜んでいることに注意すべきである。

企業年金の受給権のあり方を法的に整備した

り，確定拠出型企業年金の導入を行うことは，

機会主義的行動に陥った際の被害を小さくす

ることになる。
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社会福祉政策と年金制度：

新たな公私の分担を求めて

はじめに

　急速に進行する人口の高齢化は，少子化の

継続と相まって，社会の様々な局面に影響を

与えている。高齢社会の到来とは，経済発展

と医療技術の発展による長寿社会の実現であ

り，喜ぶべき現象のはずなのだが，必ずしも

そう受け取られているわけではない。長寿社

会の実現の一方で，年金や介護問題等，高齢

者の生活不安が増大しているからである。高

齢者の生活の安定を図る社会制度として，公

的年金制度，老人医療制度，老人福祉等の整

備が進められてきたが，急速に進む高齢社会

はそれらの不備を明らかにした。高齢社会を

支える新たな社会システムが必要とされてい

る。現在進行中の年金改革は，このような目

的を達成するための直接的な，かつ緊急な経

済的課題への取り組みである。

　しかし高齢者の生活の安定にとっては，医

療や社会福祉の分野での取り組みもまた急が

れている。たとえ，健康な状態では十分な年

金水準であったとしても，高齢者が病気や要

介護の状況に陥った場合には生活水準の大幅

な低下をこうむる危険性があるからである。

金城学院大学現代文化学部

教授杉本貴代栄

このような問題に対応する社会福祉の枠組み

を作り直す社会福祉基礎構造改革の骨子が昨

年末に公表され，社会福祉事業法の改正案が

今国会に提出される。ここでは両改革を取り

上げ，社会福祉の視点から年金制度について

考えてみることにする。

1）年金改革の焦点

　まず，データを見てみよう。高齢者の主な

収入源とは，91．5％が「公的な年金」である。

次いで「就業による収入」28．2％，「預貯金

の引き出し」15．1％，「恩給」8．0％，「子ど

もなどからの援助」7．2％，「家賃・地代など

の収入」6．1％，「利子・配当金などの収入」

4．8％，「私的な年金」4．2％，「生活保護」

1．2％，「その他」0．8％と続く（複数回答。

総務庁老人対策室「高齢者一人暮らし・夫婦

世帯に関する調査」1995年）。高齢者の生活

のほとんどが公的年金に頼っていることがわ

かる。このような状況では，当然，年金改革

の行方が多くの人の関心事となっている。

　5年に一度の見直しの年に当たっている今

年の2月に，国民年金法改正案が明らかに

なった。その柱は，以下のようなものである。
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1）不況を考慮し，今年引き上げる予定だっ

た保険料の引き上げを凍結する，2）国民が

共通に受け取る基礎年金財源の国庫負担割合

を，3分の1から2分の1に引き上げる（そ

の財源として，消費税の引き上げが予定され

ている），3）厚生年金の支給水準を，将来

に向けて引き下げる（厚生年金報酬比例部分

の支給開始年齢も段階的に遅くし，2025年に

は65歳支給とする，65歳一69歳までの間に在

職老齢年金制度を設ける）。

　これらのことを柱とする公的年金制度改革

の焦点は，老後の生活保障の年金について，

どこまでを公的部門の強制力を用いて行い，

どこからを民間部門の市場原理を活用するか

といった公私の役割分担のあり方である。

1973年改正では，老後の生活保障は公的部門

主体という考え方であったが，86年，94年の

改正では，公的年金をより民間保険の原理に

近づけることが行われた。1994年の改革では，

世代間所得移転を抑制し，より市場における

保険原理に近づいた（年金保険料の引き上げ，

給付水準の抑制，支給開始年齢の引き上げ，

在職老齢年金の制度変更等）。

　今回の改正をめぐっては，「公的年金は基

礎年金に限定し，二階建て部分の厚生年金は

積み立て方式による企業年金または個人年金

に委ねる」という厚生年金の民営化論も出現

した。もっともその提案は，被用者の老後が

不安定になること，現役の加入者は，現在の

高齢者のための年金負担に加えて，自分自身

のための厚生年金の費用も積み立てなければ

ならず負担が過重となる等の理由によって，

意見が一致しなかった。この厚生年金民営化

論がよく象徴するように，年金改正の論点と

は，公私の分担をめぐる議論一公的負担の再

考一であり，年金改革だけに見られる趨勢と

いうわけではない。

2）社会福祉改革の焦点

　1980年代前半から，高齢社会を念頭に置い

た改革が行われた年金と比べると，社会福祉

の分野での老人福祉の抜本的な取り組みは出

遅れたといえるだろう。老人福祉法が成立し

たのは1963年だが，当時の老人福祉対策とし

ては，1959年に制定された国民年金法によっ

て一応整った所得保障以外は，依然として救

貧的色彩の濃いごく限られたものにすぎな

かった。60年代半ばになると，高齢者人口の

増加に伴い寝たきり高齢者の問題が関心を集

めるようになる。厚生白書に「ねたきり老

人」という言葉がはじめて登場したのは1969

年であった。80年代になると高齢者介護の問

題はより身近な問題となり，高齢者の介護シ

ステムを整備することがまず何よりも先決の

政策課題となる。1986年には老人福祉法の改

正により，デイサービス（日帰りで介護サー

ビスを行う事業）とショートステイ　（特別養

護老人ホーム等への短期間滞在を受け入れる

事業）が市町村事業として法律上位置づけら

れ，また同年の老人保健法の改正により，要

介護高齢者に対して医療と介護の両面から必

要なキュアとケアを行う老人保健施設が創設

された。しかし，老人福祉への抜本的な取り

組みが始まるのは，80年代終わりになってか

らである。

　1989年12月に，大蔵・厚生・自治の三大臣

合意の下で「高齢者保健福祉推進10力年戦略

（ゴールドプラン）」が策定された。この

ゴールドプランは，1989年4月からの消費税

導入の趣旨を踏まえ策定されたものであ

り，1999年度までの10力年の実現すべき目標

を設定した。また，在宅介護支援センター，
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ケアハウス，高齢者生活福祉センターといっ

た新規施策も取り入れられた。このゴールド

プランを推進する基盤整理のために，1990年

にはいわゆる福祉8法が改正された。これは，

在宅福祉サービスの推進という共通理念のも

とに，老人福祉法をはじめ身体障害者福祉法，

精神薄弱者福祉法等福祉関係の8法律を一括

して改正したものである。その改正の主眼は，

福祉サービスの実施主体を市町村に一元化す

ること，在宅福祉サービスを市町村行政とし

て明確に位置づけることにあった。また，す

べての市町村・都道府県に老人保健福祉計画

を作成することを義務づけた。

　1994年12月には，高齢者保健福祉推進10力

年戦略の全面的な見直し（新ゴールドプラン

の策定）が行われた。1993年度中に作成され

た地方老人保健福祉計画がゴールドプランの

目標を上回るものであったこと，またそのよ

うな必要性が明らかになったためである。新

ゴールドプランでは，ホームヘルパー17万人，

デイサービス1万7000カ所，ショートステイ

6万床，施設対策についても特別養護老人

ホーム29万床，新たに老人訪問看護ステー

ションを5000カ所増設する等，整備目標が引

き上げられた。さらに1997年4月の消費税率

引き上げにともなって，新たな介護システム

を導入する公的介護保険の導入が，同年12月

の国会で可決された（実施は，2000年度から）。

　このような新たな制度を実施するためには

新たなシステムが必要とされ，介護保険の実

施を視野に入れた社会福祉の改革が進行中で

ある。昨年末に検討作業を終えた厚生省の中

央社会福祉審議会・社会福祉構造改革分科会

は，戦後まもなくできた社会福祉事業の枠組

みをほぼ半世紀ぶりに変える制度改革の骨格

を公表した。その焦点は，高齢化と保育など

における福祉ニーズの拡大・多様化を認め，

それらのニーズに対応するために民間企業や

非営利組織など多様な事業主体の参入を促進

すること。福祉サービスの内容を行政が一方

的に決めていたこれまでの「措置」制度から，

利用者が施設やサービス内容を選ぶ契約制度

に転換すること。つまり，公費をほぼ唯一の

財源として整備されてきた日本の社会福祉制

度を根本から見直し，公的責任の社会福祉か

ら「市場福祉」へ転換するという意図である。

年金改革に貫かれている公私の負担の再考と

は，社会福祉のなかにも同じく貫かれている。

3）高齢者の安定した生活のために

　　　　　　　一公・私・企業の役割

　冒頭にあげた総務庁老人対策室による調査

をもう一度見てほしい。高齢者の生活の主た

る収入は公的年金でありながらも，それを補

う「何らかの」収入を多くの人が必要として

いることがわかる。別のデータによっても，

夫婦の老後に最低必要であると人々が考える

生活費は25．8万円（月額），豊かな老後のた

めに必要であると考える生活費は36．6万円と

なっている（郵政省簡易保険局「個人年金に

関する市場調査」1993年）。厚生年金の標準

的な年金は夫婦で23万983円（月額。40年加

入，1994年価格）であり，厚生年金だけでは，

最低必要と考える生活費にやっと手が届くか

どうかという程度である。豊かな老後のため

には公的年金以外の自助努力が不可欠であり，

企業年金や私的年金へ高い関心が寄せられる

ことになる。

　一方，これらのデータを社会福祉の視点か

ら見ると，生活困難を抱えている高齢者，あ

るいはいったん病気や介護の必要が生ずると

生活困難と直面せざるをえない高齢者が多く
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いることを見逃すわけには行かない。上述の

調査のなかでも，主たる収入を生活保護に

よっている高齢者が1．2％いるのである。現

在，生活保護を受給している人々を世帯類型

別に分類すると，最大の世帯形態とは45。1％

を占める高齢者世帯なのである（1997年）。

高齢者の生活における「格差」の縮小のため

には，年金制度や社会福祉といった社会保障

の公的責任を後退させることが有効であると

はいえない。公的責任を明らかにしたうえで

の私的役割を検討することが必要とされてい

る。年金制度の公私ミックス化を進めるので

あれば，まずは社会的合意を得ること，その

うえで「格差」を縮小させるための国家段階

での税制の改正や中小企業への援助等が不可

欠であるはずである。必ずしも財政支出だけ

を意味しない，新たな公的責任も求められる

のではないだろうか。

　最後に，企業年金を含むいわゆる企業福祉

の取り組みについての若干の提言を述べて，

本論のまとめとしたい。社会全体として高齢

者の自立を高めていく上で，公・私に加えて

企業の果たす役割も大きい。従来の企業の複

利厚生制度は，労使関係の潤滑油的役割を主

眼とし，慶弔見舞金や保養所施設の提供など

を主な施策としていたが，今では従業員の日

常生活の安定に不可欠な様々な施策を展開し

ている。最近顕著な傾向として，次の2点が

指摘できるだろう。1）従業員の在職中のみ

ならず定年退職後の生活を視野に入れた施策

を重視しつつあること，2）従業員に一律的

一方的に給付を提供するのではなく，従業員

自身が選択する，あるいは従業員の自助努力

を支援すること。1）に関しては，企業年金

に代表される経済的支援，退職準備教育等の

情報提供，退職後の社会的活動やネットワー

クづくりがあげられる。特に企業年金につい

ては，企業年金のポータビリティーの確保や，

新型年金等，新たな課題への取り組みが行わ

れつつある。2）に関しては，会社が提供す

る福利厚生メニューから従業員が持ち点の範

囲内で利用項目を選ぶカフェテリアプラン，

上述した第2年金とも呼ばれる新型年金（退

職一時金を年金化した税制適格年金と異なり，

加入は自由，掛け金は原則従業員負担で経営

側は掛け金または年金基金の一部を助成す

る）があげられる。

　長寿社会の実現である高齢社会が深刻な問

題となるのは，年金制度や社会福祉の整備が

不十分であることが原因であるが，それだけ

ではなく，従来の社会制度や社会のあり方が，

高齢化をはじめとする社会の変化の現実と齪

酷を生じているからである。一例として，就

業する女性の増大と不適合な公的年金制度や

税制，一定の家族形態を支持し優遇する企業

の福利厚生制度等をあげることができる。こ

れらの是正にとって，企業の果たす役割は大

きく，また重要である。

著者紹介
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企業年金制度への移行と
　　　　　　　　　　　積立不足の分析

名古屋市立大学経済学部

助教授吉　田　和　生

本稿の要点

1．企業年金の積立不足は，運用の失敗ではなく，主として企業年金制度への移行の遅れ，

　っまり，制度の遅れから生じている。

2．制度の遅れや償却の遅れを決定している要因は，企業の業績である。

1．わが国の退職金制度と会計情報

わが国の退職金制度は古くからあり，江戸

時代の「のれん分け」が後になって，金一封

を贈る慣行に変わっていったといわれている。

例えば，三井家には江戸時代から退職手当が

あり，これが明治時代に整備され，わが国の

退職金制度の原型となっている1）。この退職

金は，恩恵的に支給するものであって，その

支給額も経営者が一方的に決めていた。その

後も，退職金制度は企業内規等で定められて

いたが，基本的には変わらなかった。

　戦後の民主化政策により育成・強化された

労働組合は，退職金制度を就業規則等による

制度として獲得した（労働基準法第89条）。

もはや，従業員は退職金を受け取る権利を持

ち，企業はそれを支払う義務があるものとし

てとらえられる。これにより退職金は法的債

務となったが，昭和27年までの会計上の処理

等は，依然として支給時に現金主義で処理さ

れていた。

昭和27年の税制改正によって，戦後の復興

措置として企業の資本蓄積を促進する目的の

ために，退職給与引当金制度が創設された。

この引当金制度の創設によって，退職金を事

前に費用として処理し，負債として計上する

事になった。こうした会計処理によって，将

来の退職金支払いに備えて，企業は利益を内

部留保することになる。退職給与引当金制度

は，退職金を企業の内部で準備する制度であ

る。この引当金制度には，引当金繰入額の損

金算入という節税の恩典があるため，大企業

1）労働省労働基準局（1990）『わかりやすい退職年金』労働法令協会を参照
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中心に大いに普及・発展していった。

　一方，昭和37年には税制適格年金制度が，

昭和41年には厚生年金基金制度が創設された。

税制適格年金は，企業の退職金を生保や信託

銀行等の社外にて準備するものであり，退職

金の社外積立制度として機能している。また，

厚生年金基金は，厚生年金の一部（報酬比例

部分）と企業の退職金をまとめて，管理・運

営する制度である。厚生年金基金制度も，税

制適格年金と同様に，退職金の社外積立制度

であり，節税の恩典も与えられている。年金

掛金は損金に算入されるほか，積立金の運用

益についても非課税（適格年金の場合1％課

税）となっている。

　以上のように，退職給与引当金制度が歴史

的に早く創設され普及した後，企業年金制度

が創設されたので，引当金制度から企業年金

制度への移行が，わが国の退職金制度の特徴

となっている。しかし，わが国の退職金制度

としては，退職給与引当金による役割が依然

として大きい。実態を見ると，ほとんどの上

場企業では企業年金を採用しているが，退職

わが国の退職金制度

金の全てを企業年金で準備する全面移行は約

2割で，残りの8割は企業年金と引当金制度

を併用している。

　次に，年金情報についてみてみると，昭和

54年に，日本公認会計士協会から発表された

監査第一委員会報告第33号が，現在の年金会

計実務を規定している。これは，企業年金部

分だけを会計対象としているため，「部分会

計」といえる。年金債務は年金基金から支払

われる額の現在価値として定義されている

（図1参照）。もし，企業が企業年金制度を

採用していないなら，年金債務はゼロとなり，

対称的に，企業が退職金全額をカバーする年

金制度を採用しているなら，年金債務は最大

の値となる。その結果，年金債務は，経営者

によって，近い将来のうちに計画的に社外に

積み立てられる金額を示している。積立不足

は，こうした年金債務と取得原価主義で測定

された年金資産とゐ差額である。わが国では，

最近年金制度へ移行した企業が多く，年金資

図1企業年金制度に関する会計情報

社内積立制度

社外積立制度

退職給与引当金制度

企業年金制度

　　ヒ
　　　　税制適格年金制度

　　　　厚生年金基金制度

従来の会計実務

　　　年金債務　【非年金（引当金）債務

年金資産　積立不足

新年金会計基準

　　　年金債務　1非年金（引当金）債務

年金資産　　　　　　積立不足

2）新年金会計基準については，多賀谷充（1998）「退職給付に係る会計基準の解説」『経営財務』2389号

　が紹介している。この新基準と株価に関する議論は，鈴木裕（1999）「新年金会計で企業価値下落は

　杞憂」「年金情報』206号等で行われており，株価効果に対してむしろ否定的な見解を述べている。

　また，拙稿（1998）「SEC基準による企業年金情報と株価の分析」（名古屋市立大学ディスカッ

　ションペーパー228号）では，追加的な情報効果はないという結果が得られている。
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産の積立が進んでいないため，積立不足は企

業年金への移行割合と正の関係になっている。

　2000年から，包括会計として特徴づけられ

る新年金会計基準が適用される2）。これは，

アメリカや国際会計基準をもとに，つくられ

たものである。そこでは，退職給与引当金制

度と企業年金制度の両方を対象として会計が

行われる。つまり，退職金債務は年金債務と

引当金制度の非年金債務の合計で，契約に

よって，退職時に従業員に支払われる金額の

現在価値に等しい。退職金の積立不足は，退

職金債務と年金資産の市場価値の差額として

計測される。従来の積
　　　　　　　　　　　　　表1
立不足とは対称的に，

年金積立てがすすむに

つれて，新会計基準に

おける積立不足は企業

年金への移行割合と負

の関係になる。

　図1から，容易に推

察できるように，新年

金会計基準の適用に

よって，従来積立不足

とされていない引当金

債務が積立不足として

把握されるため，多額

の積立不足が公表され

ることになる。しかし，

計算方法が異なるので，

簡単に比較できないけ

れども，単に名称が変

わるだけであるとも考

えられる。実際に，東

燃のように退職給与引

当金として十分準備し

ている企業では，負債

の部に計上されていた引当金が積立不足とし

て計上されることになり，新たな積立不足が

急増する心配のない企業もある（日本経済新

聞，平成11年3月11日）。

2．企業年金債務の意味内容

　表1には，総資産に対する過去勤務債務の

比率の大きい25社について，最終改正年や移

行形態，そして過去勤務債務の償却年数が示

されている。この表を見ると，積立不足が多

いのは最近大きな移行を行った企業であるこ

とがわかる。また，積立不足（過去勤務債

企業年金制度の移行と積立不足（上場企業上位25社リスト）

会　社　名

薬
信
ア
号
ク
ン
ト
工
瓦
キ
械
技
ル
学
学
産
菓
道
急
ク
屋
工
家
鉄
ウ

第
帝
日
日
ト
第
日
東
品
ク
住
虹
ゼ
東
日
宝
森
箱
富
ダ
松
新
不
山
工

過去勤務債務最終　制度内容
／総資産　　　改正年　　改正前　　改正後

償却年数

15．349％

14．050

12。860

12．430

11．964

11．462

10．613

10．353

10．215

9，899

9，692

9．008

8．938

8．819

8，452

8．189

8、172

8．147

7．641

7．440

7．406

7．065

6．997

6．601

6．572

5
6
3
6
0
3
6
2
5
6
5
3
　
6
1
6
3
5
9
5
5
6
4
7
8
7
6
8
7
5
5
5
6
3
2
3

H
S
S
H
S
S
S
　
S
S
S
S
H
H
H
H
H
H
H
H
H
S
S
H
H

　0（％）

　50

　50
上乗せ

一部

　0
　0

定年100

定年60

一
部

　50

一
部

一
部

　30

　0
　0
一
部

　0
定年100

一
部

　0
　0
　60

　0

　99（％）

100

100

　40
100

定年100

100

100

100

100

100

100

100

100

　90

一
部

　35

　50
100

100

100

一
部

　70

定年100

年
7
1
4
1
4
2
0
1
0
1
4
1
4
1
4
1
4
1
4
1
5
1
5
1
5
1
4
9
8
1
2
2
0
1
4
1
0
3
0
3
0
1
3
2
0
1
0

注：順位は、平成7年度の一部上場企業のうち過去勤務債務を開示している351社に

　関するものである。
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務）を償却する年数をみても，7年から30年

とばらついており，この年数によっても積立

不足の額は影響される。わが国現在の会計実

務では，移行割合が大きいほど，移行時期が

遅いほど，また償却年数が長いほど，積立不

足は大きくなっている。

　それでは，新年金会計基準では，どのよう

になるであろうか？　表2には，新基準の導

入以前から，アメリカのSEC基準3｝を適用し

ている企業（以下，SEC企業と呼ぶ）につい

て，年金情報が示されている。積立不足が小

さいのは，50年代前半までの早い時期に全面

移行した企業で，積立不足が大きいのは，最

近部分的に移行している（全面移行ではな

い）企業である。会計基準の違いから，SEC

基準では，企業年金へ移行するほど積立不足

は小さくなっている。SEC企業はわが国を代

表する優良企業であり，年金積立が相当進ん

でいることも関係し，さらに，この傾向が強く

なっている。また，SEC企業では，異なる割

引率を選択しており，積立不足に影響してい

る。なかには7％という高い率を使用して，

表2　企業年金制度の移行と積立不足（SEC企業、平成2年度）

会　　社　　名

本
イ
リ
パ
T
ク
キ
マ
オ
ワ
京
伊
N
ソ

田　技　研

トーヨーカ堂

　　コ　　　　　ー

イ　オ　ニ　ア

K
タ
ン
タ
ン
ル
ラ
忠
C
一
事

　
　
ノ
　
ロ
一
　
　
　
　
商

D
ボ
　
キ
　
　
セ
藤
E
ニ

　
　
ヤ
　
ム
コ
　
　
　
　
菱
　ッポンハム
富士フイルム
丸　　　　　　紅

村田製作所
コ　　　　マ　　　　ツ

三　菱　電　機
東　　　　　　芝

三　洋　電　機

UVBO
　　　　割引率
総資産 最初の制度

最後の制度改正
　　（2年度時点）

2
6
3
7
5
0
0
1
3
1
5
0
2
1
7
1
5
1
1
4
6
4
3

7
9
1
9
2
0
0
1
7
9
5
8
5
3
6
2
5
9
1
9
3
6
0

1
3
6
5
1
0
2
1
9
8
6
3
3
0
0
3
5
5
3
7
4
6
7

7
5
4
4
3
2
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
3
4
4
4

5
5
5
5
0
4
5
5
5
5
5
5
0
5
5
5
5
5
5
5
0
5
5

6
5
5
6
7
7
5
5
5
5
5
5
6
5
5
5
5
5
5
5
6
5
5

S40　全面移行（適）

S54以前　全面移行（厚）

S44　全面移行（厚）

S47　全面移行（適）

S4350％移行（厚）

S46　上積み（厚）

S52全面移行（適）

S54以前　一部移行（適）

S54以前　一部移行（厚）

S54以前　一部移行（適）

S42　全面移行（適）

S54　国内社員全面移行（適）

S54以前　一部移行（厚）

S55　長期勤続者60％（適）

S41　一部移行（適）

S61定年50％（適）

S41一部移行（厚）

S41　一部移行（適）

S5350％移行（厚）

S55定年50％（適）’

S44　一部移行（厚）

S44　一部移行（厚）

S43　一部移行（適）

S57　定年100％（適）

S59　定年一部（適）

S60　全面移行

S60　長期勤続者100％追加

S56　50％に増額

H2　全面移行（適厚）

S62　定年75％（適）

S63　長期勤続者100％追加

S59定年60％

H2　一部移行（適）

S55　一部移行増額

適格年金から厚生年金基金への単なる制度間移行は除いている。

（適），（厚）は適格年金、厚生年金基金を示す。

3）アメリカの基準や従来の会計実務の問題点は，今福愛志（1996）『企業年金会計の国際比較』中央経

　済社において議論されている。
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積立不足を過少表示している企業もある。

　積立不足に影響を与える移行や償却などの

政策は，業績に深く関連している。移行割合

については，大きい方が節税額は大きくなる。

また，移行時期や過去勤務債務の償却につい

ては，早く積み立てた方が現在価値の節税額

は大きくなる。こうした節税の動機付け・条

件として，企業の業績が考えられる。移行割

合については，業績の良い企業ほど大きく，

現在の企業年金に限定した積立不足は増加す

るが，新会計基準（SEC基準）における企業

全体の積立不足は減少する。償却速度と移行

時期については，業績の良い企業ほどはやく，

積立不足を減少させると考えられる。SEC企

業における割引率や昇給率については，実際

の積立実務とは無関係であり，税金と直接結

び付けることが難しい。これらの率について

は，業績との関係を理論付けることは本稿で

行っていないため，単にファクトファイン

ディングとして分析する。

3．分析方法

　分析サンプルは，平成7年度の有価証券報

告書から集めている。東証，大証，名証1部

上場企業（金融保険業を除くll52社）のうち，

当該年度の過去勤務債務と償却年数を公表し

ている347社について分析する4）。さらに，

SEC基準（SFAS87）により企業年金情報を作

成している企業は23社あり，平成2年度から

8年度までの計161ケースについて分析する。

企業財務データは，会社四季報（東洋経済）

より収集している。

　本稿では，積立不足と企業年金政策の関連

性を，次の実証モデルを使って推定する。

積立不足額
　　　　　＝C。十C，移行割合十C2時期
総　資　産

　　　十C3年数（十C，割引率十C、昇給率）

積立不足は，上場サンプルでは過去勤務債務

であり，SECサンプルでは未積立受給権付

給付債務（UVBO），未積立発生給付債務

（UABO），未積立予測給付債務（UPBO）で

ある。移行割合は，全面移行（1）か部分移行

（0）を示すダミー変数を使用している。全面

移行は，上場企業では64社，SEC企業では8

社ある。移行時期は，最終改正年が5年以内

（1）か，それ以前（0）を示すダミー変数である。

こうした5年以内の移行は，上場企業では71

社，SEC企業では4社（H．7年度）である。

過去勤務債務の償却年数は，有価証券報告書

から収集したが，過去勤務債務がゼロである

企業の年数は0としている。SEC企業の分

析では，移行や年数といった政策は親会社本

体のものであり，連結データの企業年金情報

とは，必ずしも一致しない。SEC企業につい

ては，割引率や昇給率が年度間や企業間で異

なっており，これも変数に加える。これらの

率の高低は，企業年金債務の額，したがって，

積立不足額に直接影響を与えている。

　企業年金政策と業績との関係を分析するた

め，次式を用いる。

移行割合＝C。十C1総資産経常利益率

　　　　　十C2Lo9（従業員数）

移行割合と同様に，移行時期，償却年数，割

引率や昇給率といった政策についても分析す

る。経常利益率のほか，従業員数も説明変数

に加える。企業年金は従業員の退職金制度で

4）上場企業（過去勤務債務）に関する分析は，拙稿「企業年金債務の要因分析一わが国の企業年金制

　度の特殊性一」『會計』第154巻第2号，1998年，176－187頁．を参照されたい。
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あり，従業員数がこうした政策に影響を与え

ているかもしれない。特に，移行割合につい

ては，この影響が強いと考えられる。

4．分析結果

4．1　基本統計

　表3には，上場企業とSEC企業の積立不

足の記述統計が示されている。企業年金の積

立不足である過去勤務債務の総資産に占める

割合は，平均で2．169％となってい

る。サンプルの3／4にあたる267社

が3％未満であるが，平成5年に新

規採用した第一工業製薬のように，

15．349％にのぼ’る企業もある。これ

は，移行によって大きな積立不足が

発生していることを示している。経

常利益に対する比率の平均は，

42．124％であるが，サンプルの7割

にあたる237社が経常利益の範囲内

であり，1年で全額償却できる状況

にある。この数値から，積立不足が

あまり大きくないように思われるが，

現在のわが国の会計では，企業年金

だけを対象とする部分会計であり，

非年金債務は取り扱っていない。こ

うした非年金債務を含めれば，積立

不足は当然大きくなる。この非年金

債務が，企業年金制度への移行の遅

れから積立不足になっているものに

ほかならない。

　SEC企業については，総資産に対

する比率の平均は，年金資産では

8．04％，運用の成果を示す時価評価

利益では0．Ol6％となっている。仮

定利回りの0．44％．（8．04×0．055）に

比べて低く，運用の失敗から約

0．4％の積立不足が発生していることになる。

しかし，UVBOの平均は一〇．522％，UABOは

0．694％，UPBOは3．438％となっている。こ

れらは，運用の成果よりも，測定尺度と割引

率等によって大きな影響を受けている。各年

度の割引率，時価評価利益と積立不足の平均

値が，表3の最下部に示されている。平成2

年度のUVBOは，平均的には過剰積立と

なっているが，これは最も小さい受給権付給

表3　企業年金債務の記述統計

上場企業347社（平成7年度）

過去勤務債務 過去勤務債務過去勤務債務

／総資産 ／経常利益　　／従業員数

平均値 2，169％ 42，124％ 1．362百万円

中央値 1，048 24，612　　0．791

最大値 15，349 9754　　16．045

最小値 0，000 一 12196　　　0．000

標準偏差 2，679 931．92　　1．723

SEC基準23社（平成2年度，各数値は総資産に対する割合を示す）

年金資産（PA） VBO　　　ABO PBO

平均値 8．04％ 7．51％　　8．73％ 11．47％

中央値 8．81 8．02　　　8．90 ll．25

最大値 17．48 17．66　　21．15 27．09

最小値 1．20 1．29　　　1．57 1．81

標準偏差 4．56 4．21　　5．30 6．65

時価評価利益 UVBO　　UABO UPBO
平均値 0，016％ 一〇．522％　0．694％ 3，438％

中央値 一
〇．055

一〇．380　　0．349 3，278

最大値 0，952 4．703　　9．536 15，478

最小値 一 1。187 一 7．172　－4，890 一 3．035

標準偏差 0，520 3．133　　3．505 4，057

各年度の平均値（年度のあとの括弧内は仮定割引率を示す）

2年度（5．77） 0，016％ 一〇．522％　0．694％ 3，438％

3年度（5．70） 0，467 一〇．376　　0．889 3，825

4年度（5．56） 0，299 0．070　　1．437 4，632

5年度（5．45） 0，582 0．294　　1．707 4，854

6年度（5．34） 0，275 0．686　　2．141 5，316

7年度（4．56） 0，713 2．215　　3，900 7，592

8年度（4．21） 0，593 3．282　　5．159 9，163

注：VBO，　ABO，　PBOはそれぞれ受給権付給付債務，発生給付

　債務，予測給付債務を示す。UVBO，　UABO，　UPBOは未積

　立年金債務であり，（VBO－PA），（ABO－PA），（PBO－PA）

　　によって計算される。
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付債務と比較していることと高い割引率

（5．77％）を選択していることから生じてい

る。割引率が低下するにつれ，積立不足の平

均値は大きくなり，8年度では3．282％と

なっている。他の積立不足額についても，同

様に，割引率から大きな影響を受けている。

4．2　企業年金政策と積立不足

　表4には，企業年金政策と積立不足の関係

を分析する回帰分析の結果が示されている。

上場企業では，移行割合の係数は1。280と正

であり，移行割合が大きいほど積立不足も大

きいことを示している。そのt値は2．62と高

く，1％水準で帰無仮説（移行割合と積立不

足は関係がない）は棄却される。移行時期の

係数（t値）は1．640（4．17）で，最近移行し

た企業ほど積立不足は大きくなっている。償

却年数についても，係数（t値）は0．092

（6．22）と非常に説明力を持っている。これら

の結果は，上場企業では比較的最近大きな移

行をした企業も数多く，移行債務（新設・増

設から発生する過去勤務債務）の発生や処理

の違いが積立不足残高に強く影響しているこ

とを示している（表1参照）。

　表4の下段には，SEC企業の結果が示され

ている。3つの積立不足の分析に共通して有

意な変数は，移行割合と割引率である。移行

割合が大きいほど，また，割引率が高いほど，

積立不足は小さくなっている。移行時期，償

却年数と昇給率は，有意な変数となっていな

い。SEC企業は，わが国を代表する優良企業

であり，昭和40年代，50年代前半の早い時期

に企業年金制度を導入した企業が多い。最近，

部分的に増設移行した企業もあるが，移行債

務の償却が相当すすんでいる。そのため，上

場企業とは異なり，移行時期や償却年数の影

響度は大きくないと考えられる。

4．3　業績と企業年金政策

　表5には，上場企業について，企業年金政

策と業績の関係を分析するプロビット分析と

回帰分析の結果が示されている。移行割合の

分析では，経常利益率の係数は0．032と正で

ある。業績が良い企業ほど移行割合が高く，

節税プランである企業年金を積極的に利用し

ていることを示している。そのt値は1．44で，

表4　企業年金政策と積立不足（係数下の括弧内はt値を示す）

　　　　　　　　　　移行割合　移行時期
非説明変数　　定数項
　　　　　　　　　　（十，一）　　（十）

償却年数　割引率　　昇給率
　（十）　　　（一）　　　（十）

　　　　　F値
adj－RZ
　　　　　（確率）

上場企業347社の分析

過去勤務債務　　0．427　　1．280　　1．640　　0．092
　総資産　　　（2．28）　（2．62）　（4．17）　（6．22）

SEC基準企業161社（23社×7年間）の分析

UVBO
総資産

UABO
総資産

UPBO
総資産

O．127
（7．　85）

0．147
（7．68）

0．196
（6．　93）

一
〇．043

（－8．74）

－ 0。050

（－8．89）

－0．045

（－5．84）

　0．011
　（2．　35）

　0．004
　（0，64）

－ 0．008

（－0．94）

一
〇．001

（－1．77）

－ 0，001

（－0，72）

　0．001
　（0，72）

一
〇．018

（－6．39）

－0．Ol9

（－5．56）

－ 0，024

（－4．10）

0．170　　　　24．583

　　　　（O．OOO）

0．472

O．428

0．001　　　　0．294

（0．31）

36，793

（0，000）

30．933

（0．000）

13．799
（0．000）

注：UVBO，　UABO，　UPBOは未積立受給権付給付債務，未積立発生給付債務，未積立予測給付債務を示す。

　移行割合は，全面移行（1）か部分移行（0）を示すダミー変数。

　移行時期は，最終改正年が5年以内（1）か，それ以前（0）を示すダミー変数。
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10％水準で帰無仮説（業

績と移行割合は関係がな

い）は棄却される。従業

員数も有意であり，掛金

の損金算入可能額等の理

由から，少ない企業ほど

移行割合が高くなってい

る。移行時期については，

有意な結果は得られてい

ない。償却年数について

は，経常利益率の係数

（t値）　は一〇．376　（－

2．82）となっており，説

明力を持っている（有意

水mp　1％）。業績の良い

企業ほど短い償却年数を

選択し，より早く積立不

足の補填を行っているこ

とがわかる。

　表6では，表5と同様

な分析を，　SEC企業につ

いて行った結果が示され

ている。

表5　業績と企業年金政策

　　　　（上場企業347社の分析，係数下の括弧内はt値を示す）

非説明変数　　定数項
　総資産
　　　　　従業員数
経常利益率

移行割合

移行時期

償却年数

　0．087
（0．144）

－ 0．689
（－1．16）

　5．407
（1．770）

　0．032
　（1．44）

－ 0．008

（－0．35）

－0．376

（－2，82）

一〇．152　カイ2乗値（確率）
（－1．80）　　　　　133．507（0．000）

－ 0．014　カイ2乗値（確率）
（－0．17）　　　　117．020（0．000）

　1．190　adj－R2　F値（確率）
　（2．73）　　　0．035　　　7．35（0．000）

注：従業員数は自然対数に変換している。

表6　業績と企業年金政策（SEC企業23社の分析）

各数値は、次式における総資産経常利益率の t値を示す。

企業年金政策＝C。十Cl総資産経常利益率十C210g（従業員数）

非説明変数 （企業年金政策）

移行割合 移行時期 償却年数 割引率 昇給率

7年間の分析 2．12 一
1．66

一 5．57 一
1．41 2．24

年度別分析

平成2年度 1．06 0．51
一
2．20 0．32 1．48

3年度 0．91 0．06 一 2．20 0．09 1．30

4年度 1．09 0．24 一 2．60 一 1．64
1．21

5年度 0．17
一 1．55 一 3．09 一

1．06 0．07

6年度 0．27
一
1．37

一
3．07

一
〇．70 0．56

7年度 0．44
一
1．72

一 1．58 一
1．60 0．63

8年度 1．53
一
1．10

一
1．21

一2．25 0．38

　　　　7年間全体の分析と年度別分析を

行った。移行割合については，すべて正の符

号が検出されている。t値は高くないが，上

場企業と同様な傾向が確認されている。移行

時期については，平成5年度移行した企業が

3社あるため，符号の変化が見られる。特に，

小松製作所と三洋電機が相対的に業績が悪く，

負の関係が析出されている。償却年数につい

ては，係数はマイナスで，t値の絶対値も高

い。上場企業と同様に，業績の良い企業ほど

償却年数が短いという結果が得られている。

割引率についてはばらつきはあるが，弱い負

の関係が析出されている。昇給率と業績の間

には，正の関係が得られている。業績の悪い

企業では，割引率が高く，昇給率が低く，年

金債務（積立不足）の過小評価を行っている

かもしれない。

5．結　　語

わが国の企業年金・退職金制度における積

立不足は，非常に多く存在しているといわれ

ている。その正確な数値は，現在のところ会

計基準の未整備のため，把握されていない。

それが，2000年から適用される新年金会計基

準によって明らかにされる。積立不足といっ

ても，さまざまな要因から生じており，過去

の積み残しと運用の失敗に大きく分けられる。

前者の過去の積み残しは，企業年金制度への
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移行が非常に遅れていることから生じ，後者

の運用の失敗は，バブル崩壊後の株式市場等

の低迷によって生じている。しかし，企業年

金制度の積立不足は，前者の過去の積み残し

による影響が大きい。本稿では，一部上場企

業を取り上げて分析し，移行割合が大きいほ

ど，移行時期が遅いほど，そして償却年数が

長いほど，積立不足は大きいという関係を確

認した。また，SEC企業については，割引率

も積立不足に影響を与えている。但し，SEC

企業では，移行割合に関して上場企業とは逆

の結果が析出された。これは，SEC会計基準

では，企業のすべての退職金債務を会計対象

とし，そしてSEC企業では年金積立てが相

当進んでいることによる。

　移行割合，移行時期，償却年数や割引率と

いった企業の政策によって積立不足は説明さ

れるが，その根底にある要因は，企業の業績

であると考えられる。本稿では，移行割合と

償却年数に関して，業績との関係が析出され

た。企業年金制度しかないアメリカと退職給

与引当金が併存するわが国とでは，企業年金

制度の仕組みは必ずしも等しくないが，企業

年金の積立てが企業業績と深く関係している

ことは，共通しているという結論が得られた。

著者紹介

吉田　和生（よしだ　かずお）
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企業年金会計の実証的研究
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特別寄稿　調査研究プロジェクト開始にあたって

　中部産政研は，平成11年度の調査研究プロジェクトとしてテーマ「高齢化時代への労使の

対応」への取組みを，本年4月よりスタートしました。そこで，研究主査をお願いする先生

方より，今回研究課題，問題意識をそれぞれのご専門の視点からご寄稿いただきました。

中高年層がいきいきと

　　働くための条件をさぐる 難
畿

　法政大学経営学部

教授藤　村　博　之

中高年層の重要性

　日本社会の高齢化は，急速に進んでいる。

全人口に占める65歳以上の割合は，1995年に

14．6％であったが，2000年には17．2％，2005

年19．6％，2010年22．0％と着実に上昇してい

くと予想されている。最近の出生率の低下は，

この傾向をさらに強めている。社会の高齢化

は，企業内の従業員構成も高齢化させていく。

一部の急速に伸びている企業を例外として，

従業員の平均年齢は確実に上がっている。

　若年層の絶対数が減少していく中で企業活

動を続けていくには，企業は若年層に代わる

労働力を，何らかの形で確保しなければなら

ない。その候補として考えられているのは，

女性，高齢者，外国人である。製造業にとっ

て，女性はこれからの有望な労働力である。

事実，製造現場では，急速に女性労働者が増

加している。しかし，日本社会に根強く存在

する女性観がすぐには変わらないとすると，

現場労働者として十分な数の女性を確保でき

るかどうか疑問が残る。また，外国人労働者

については，国の政策もあって，未熟練職種

で働く層を大量に導入することは難しい。す

ると，必然的に残るのは高齢者である。

　高齢者の雇用については，年金財政維持と

いう観点からも，非常に重要な国民的課題と

なっている。年金の支給開始年齢は，近い将

来，65歳に引き上げられる。ほとんどの企業

が60歳を定年としているので，定年年齢と年

金支給開始年齢のギャップをどう埋めるかを

真剣に考えなければならない時期に来ている。

　問題は，60歳代前半層だけではない。定年

が55歳から60歳に引き上げられたとき，多く

の企業は，50歳代後半層を「我慢して抱え

る」ことで乗り切ってきた。50歳代後半の

人々の賃金と彼らが担当している仕事を比べ

ると，両者が均衡しているとはとても言えな

い状況で時間が経過してきた。

　いま，団塊の世代が50歳代にさしかかり，

高度成長期に大量採用した人たちが中高年に

なってきている。中部地区で活動する企業の

一 35一



平

大半は，これらの層をどう活用するかという

問題に直面している。50歳代の従業員は，企

業に対する高い忠誠心と仕事に対する高いモ

ラールを持っている。それを維持しながら，

彼らの持っている能力を企業競争力の維持・

向上のために結集していくにはどうしたらい

いのか一どの企業もこの間いに対する答えを

見つけられずに苦悩している。

　他方，働く側にとっても，50歳代をいかに

生きるかという点は大きな問題である。それ

まで培ってきた技能を活かしながら，社会的

に意義のある仕事に従事し，現役として活躍

し続けたいと多くの労働者は考えている。50

歳代に第一線で働き続けることができれ

ば，65歳の年金支給開始年齢まで現役でいる

ことが可能になる。

　50歳代の従業員にどのような仕事を担当さ

せ，どのような成果を期待するかは，企業に

とってだけでなく，従業員にとっても大きな

　　　　　　　　図1

均60

年

齢

（歳

関心事なのである。今年度の研究は，「50歳

代の現場労働者がずっと現役であり続けるに

はどうすればいいか」という問題を考えるこ

とを目的としている。

中高年は無能か？

　　　　一人事担当者と従業員の認識

　図1は，日本労働研究機構が97年1月から

2月にかけて実施した「加齢と職業能力に関

する調査」の結果の一部をまとめたものであ

る。この調査は，企業の人事担当者と従業員

に対して，年齢の上昇とともに職業能力はど

のように変化するか，何歳まで働くことが可

能かをたずねている。図1にあるように，

「何らかの配慮があれば働くことのできる年

齢」の全体平均は，人事担当者60．6歳，従業

員63．9歳になっている。ここで言う「何らか

の配慮」とは，仕事の分担や量を調整したり，

労働時間の短縮，休暇を取りやすくしたりす

加齢と職業能力に関する人事担当者と従業員の認識の差

65，0

　　　63．9
　　　’“一×、、
62．0

　　　602

62．3　　　　　62．9　　　　　63．ユ　　　　　63　1

　－一．，一，一一×一一…一一一一×一一i一一JL一J×

　　　44．643．7

　　！！○

　　　42．9

　　　　　　　　職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職

出所：「平成9年加齢と職業能力に関する調査」（日本労働研究機構1997．6）

採
掘
・
製
造

建
設
作
業
等

一〇一最も能力を発揮する年齢

一▲一普通に働ける年齢

一×一何らかの配慮があれば

　　働くことのできる年齢

　　人事担当者

一一… 従業員
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ることである。仕事の配分や労働時間を工夫

すれば，60歳代前半までの雇用継続は可能で

あることを示している。

　しかし，「最も能力を発揮する年齢」に目

を転ずると，楽観的ではいられない結果が出

ている。全体平均を見ると，人事担当者は

43．1歳，従業員は46．7歳が能力発揮のピーク

だとしている。ピークが最も高い管理職でさ

え，人事担当者50．1歳，従業員49．5歳である。

年金財政との関係から，日本も65歳まで現役

として働きつづけられるような社会になる必

要があるとされている。仮に65歳まで働くと

して，能力のピークが45歳前後にきてしまっ

たら，職業人生後半の約20年間は「おまけ」

になってしまう。年齢構成の高齢化は，企業

内でも着実に進行している。45歳以上の従業

員の割合が増えるということは，能力衰退期

に入った人々を多数抱えることを意味する。

多くの人が，企業活力は低下し，日本経済が

だめになると考えても不思議ではない。

生涯発達心理学の教え

　図1は，40歳代半ばを境に労働能力が

落ちていくと「人々が考えている」こと

を示している。では，中高年の能力は，

加齢とともに本当に低下していくのだろ

うか。1990年に岩波新書の一冊として，

『生涯発達の心理学』という本が出版さ

れた。この本の著者である高橋，波多野

の両氏は，高齢になると能力が衰えると

いう考えは正しくないと主張する。能力

を測るには，ものさしが必要であるが，

これまで中高齢者の能力測定に用いられ

てきたものさしは適当でなかったという

のである。

　中高年の能力を測るときに使われてきたの

は，子供や若者の能力測定のために開発され

た知能テストと同じ原理に基づいたものであ

る。抽象的な材料を使って，秒や分単位の時

間内での理解や記憶の能力を見るという形式

のテストであるが，このような問題の解決は，

学校生活から遠ざかれば遠ざかるほど下手に

なる可能性が高い。また，知能テストは学校

でよく行われるテストの典型だから，学校生

活を長く送った者のほうが有利になるはずで

ある。一般に，中高年者よりも若年層の方が

教育年限は長くなっている。それゆえ，テス

トの被験者を選ぶときには学歴を考慮する必

要がある。しかし，これまでの研究では，被

験者の学歴をコントロールすることが十分に

認識されてこなかった。高橋・波多野による

と，学歴をコントロールしてテストすると，

若年層と中高年層の差はほとんどなくなる場

合があるという。

　では，中高年者の能力を測るには，どのよ

図2　流動性知能と結晶性知能の発達的変化のモデル

予
測
さ
れ
る
テ
ス
ト
の
成
績

乳児期 児童期　　　青年期　　　成人期　　　老年期
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うな方法を用いればいいのだろうか。高橋・

波多野は，「それぞれの人が最もその人らし

くあり，その人自身もそれについて満足して

いる側面を見ることが必要だ」と述べている。

中高年者の能力が人生経験の積み重ねの上に

成り立っているのだから，外部から一つのも

のさしを当てて測ろうとすること自体に無理

がある。中高年の能力測定には，結局，多く

のものさしを用意する以外にはないのである。

　さらに，高橋・波多野は，アメリカの知能

心理学者ホーンが提案した「流動性知能と結

晶性知能の発達的変化のモデル」（図2）を

示して，中高年でも知的能力は伸びると主張

する。流動性知能とは，図形認識や図形構成

などによって測定される能力で，青年後期か

ら成人期の初期にピークに達し，その後は

徐々に低下していく。他方，結晶性知能とは，

語彙や社会的知識によって代表されるもので

あり，かなり遅い時期に至るまで上昇してい

く。知能テストで測定される種類の能力は落

ちていくが，人生の知恵とでも言うべき能力

は，中高年になっても伸びていくのである。

中高年になるとある種の能力が衰えるのは事

実だが，その点だけとらえて，「だから中高

年はだめなのだ」というのは，あまりにも短

絡的だと言わざるを得ない。

65歳まで現役であり続けるには

　ここで，もう一度，図1に戻ろう。人事担

当者も従業員も，約3年の開きはあるにせよ，

最も能力を発揮する年齢は40歳代半ばである

と考えていることはすでに指摘した。図1に

は，「普通に働ける年齢」も示されており，

従業員57．4歳，人事担当者53．3歳となってい

る。人事担当者が言うように，普通に働ける

のが50歳代のはじめまでだとすれば，50歳代

半ばを超えた中高年は，企業にとって「お荷

物」以外のなにものでもないことになる。こ

のような認識がある限り，「65歳現役社会」

の実現は望むべくもない。

　しかし，日本社会の高齢化の現実を前にす

るとき，本人が希望すれば65歳まで働ける社

会を作ることは緊急の課題である。企業の中

で，50歳代半ば以上の従業員が全員「お荷

物」かというと，必ずしもそうではない。中

には，65歳を超えても第一線で活躍している

人がいる。50歳代のはじめでお荷物グループ

に入ってしまう人とそうでない人の差は，

いったいどこから生まれているのだろうか。

さらに進んで，お荷物グループをなくしてい

くには，どのようにしたらいいのか。この間

題に一定の答えを出すことが，今回の調査研

究の最大の課題である。

　そのために最も重視している研究方法が，

インタビュー調査である。インタビュー調査

は，企業調査と個人調査の2つから成ってい

る。企業調査は，50歳代層を上手に活用して

いる企業を対象として実施される。50歳代を

第一線で使うにあたってどのような問題が発

生し，それらをどう克服したのか，現在の問

題点は何か，といった点について聞き取りを

行う。他方，個人調査は，50歳代になっても

現役で活躍している現場労働者を対象として

実施する。過去を振り返って，若い頃のどの

ような経験が現在の自分につながっているの

か，現在の仕事を進めていく上でどのような

ことに注意しているか，といった点を「元気

な中高年」へのインタビューを通して明らか

にする。高齢者になっても第一線で働き続け

るには，企業側の取り組みだけでなく，従業
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員個人の努力も重要である。元気な高齢者に

インタビューすることによって，彼らが培っ

てきた「元気のもと」を探ってみたい。

　人は必ず年をとる。いまの日本は，残念な

がら，年をとったときに周囲から邪魔者扱い

されるような社会になってしまった。「老人

は　死んで下さい　国のため」という川柳が，

現実味を帯びてきている。「経済効率」は大

切だが、それだけ追求していたのでは，人々

は幸せになれない。会社の中で，あるいは社

会の中で，高齢者も若者もそれぞれの役割を

与えられ，会社や社会を支えているという実

感が持てることが重要である。高齢者がいき

いきと生きていける社会にならない限り，少

子化の問題も解決されないのかもしれない。

今年度の研究課題は，日本を住みやすい社会

にするための条件を考えることにつながると

言っても過言ではないだろう。
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・『エクセレント・ユニオン』第一書林，1991年

　（佐藤博樹と共著）。

〔最近の主要な論文〕

・「管理職による評価制度の運用」『日本労働研

究雑誌』第460号，1998年10月。

・「再考　日本型人事制度一良い会社に共通する

人事制度の条件を世界に求める」「月刊人事マ

ネジメント』1997年10月号。

・「65歳現役社会実現の条件」「労働経済旬報』1587

号，1997年7月上旬号。

・「自動車企業の労働と人材形成」『日本労働研

究雑誌』第440号，1996年12月。

・「日本型雇用慣行はもうダメなのか？一長期雇

用と人材育成の将来」『日本労働研究雑誌』第423

号，1995年6月。

・「ユニオン・リーダーのキャリア形成と人材開

発」（稲上毅編『成熟社会の中の企業別組合』

　日本労働研究機構，1995年）。

・「企業内人材育成の問題点と中高年の能力開

　発」『日本労働研究雑誌』第414号，1994年8月。
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特別寄稿　調査研究プロジェクト開始にあたって

フランス自動車メーカーの
　　　　　　　　　　　　　　雇用と労働

　　　　lww，　e鍛

　　　。t：　ルら

名古屋市立大学経済学部

助教授松　村　文　人

　『日本のリーン生産方式一自動車企業の事

例』（石田光男・藤村博之・久本憲夫・松村

文人，中央経済社1997年）が刊行されてから

2年が過ぎた。この本は，トヨタ，マツダ両

自動車における90年代前半の実態調査の成果

であるが，筆者はこの日本での調査と平行し

て，単独でフランスの自動車企業ルノーとプ

ジョーの雇用・労使関係調査も続けてきた。

　仏自動車メーカーは，日本車の攻勢に加え

て，設備の旧式化，海外進出の失敗などのた

め70年代終わりから競争力を失い，国内や欧

州内でのシェアを低下させた。80年にプ

ジョー，81年にルノーが赤字転落したのを

きっかけに，仏自動車産業は80年代から90年

代にかけて人員削減，工場の統廃合，海外か

らの撤退などを含む大合理化を断行し，経営

建て直しをはかった。現地調査は，ここ20年

間の経営再建を通じて，仏自動車メーカーの

雇用，労働，賃金，労使関係がどのように変

化したのか，従業員はこの変化をどのように

受け止めているのかを明らかにすることが目

的であった。

　97年末にトヨタが北フランスのバランシエ

ンヌに欧州で二番目の工場建設を決め，今年

3年には日産がルノーとの連携を発表したこ

ともあり，今まで自動車に関して遠かった日

仏間の距離が縮まったような気もする。ここ

では，実態調査で明らかになった仏自動車

メーカーの生産労働者の変化について，ル

ノーを中心に述べてみたい。

◇大量の人員削減

　競争力強化をめざす80年代の仏自動車産業

の合理化（プジョーが82年，ルノーが84年に

開始）は，省力化とコスト削減のための自動

化を伴った。また外注化も進んだ。注目すべ

きは雇用削減の規模である。

　仏自動車産業は，現在ルノーとプジョー・

シトロエンの二大グループに再編されている

が，図1は両グループの80年から95年までの

従業員数の変化である。大規模な雇用削減が

始まる前の80年と終了後の95年を比べると，

プジョー・シトロエングループの従業員が27

万2，900人から13万9，900人へほぼ半分に減っ

た。ルノーグループも，22万3，400人から13

万8，300人へ6割に減っている。ルノー社の
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180　　　　　　185　　　　　　「90

躍プジョー・シトロエン

■ルノー

D＆Mフレミー『クイッド98年版jロベール・
フォン社，1997年より作成。

みの従業員数も，10万5，300人から5万9，300

人へ，やはり6割に減っている。

　早期退職，起業手当の給付，子会社への転

籍，移民の本国送還などへの振り分けの原案

であり，「企業委員会」の労使協議にかけら

れる経営側の「雇用削減プラン」（合理化

案）の規模を見ると，バブル崩壊後のプ

ジョーでは，93年2，957人，94年4，023人，95

年ゼロ，96年1，760人，97年2，816人であった。

最近のルノーでも，95年3，507人，96年不

明、97年3，000人，98年2，700人の削減が計画

され，年度によっては計画を上回る達成率で

あった。最も使われる削減方法は，早期退職

（57歳から65歳が対象）と起業手当の給付で

ある。自動車産業の国内雇用者が20年間でほ

ぼ半減したのは，このような恒常的ともいえ

る大規模な雇用削減のためである。

◇期限付き雇用の拡大

雇用調整に関連して，80年代末より雇用形

態の多様化が進んだことも注目される。

　新たな雇用形態として第一に重要と思われ

るのは，期限付き雇用（CCD）である。ふ

つう1年契約である。ルノーの期限付き採用

者数は，89年に期限の付かない採用者数を上

回るに至り，その後は毎年2，500人から4，500

人という驚くべき水準にある。労働者と一般

事務職での採用が多い。期限付き雇用は，深

刻な失業の下での若者の雇用対策の一環でも

あり，社会的要請への基幹産業としての対応

という側面も強いと思われる。とはいえ，期

限付き雇用が雇用調整に果たす機能はかなり

大きいであろう。最近では，政府の財政支出

を削減するために早期退職が抑制され，か

わって期限付き雇用が新たな雇用調整手法と

して重視される傾向にある。フランスの期限

付き雇用を日本の自動車メーカーの期間社員

と比較することは今後の重要な課題かもしれ

ない。

　第二の新たな雇用形態として注目されるの

が，パートタイマーである。ルノーのパート

タイマーは92年より増え続け，94年には

1，205人，従業員比率では2％にまで達した。

従来からの健康上の理由によるパート勤務に

加えて，早期退職の一環である「段階的早期

退職」（55歳から65歳が対象）によるパート

勤務が増えているためである。

◇職務の区分

　雇用削減は，職務の再編統合，職制組織の

簡素化を伴ったが，このなかで従業員構成は

どのように変化したのか。それを見る前に，

自動車産業の職務区分の仕方にふれておく必

要がある。

　表1は，ルノーの『1994年度雇用・労使関
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係の現状』による同社の従業員構成である。

フランスでは，毎年このような『雇用・労使

関係の現状』のなかで自社の採用，離職（解

雇を含む），賃金，訓練，従業員代表選挙の

結果，締結された労使協定などに関する情報

を公開することが経営者に対して義務付けら

れている。自動車産業の従業員は表1のよう

に，（1）技能員（労働者），（ll）中間職種

（一般事務職，テクニシャン，職長の頭文字

をとってETAMと呼ぶ），（m）エンジニア

・ 管理職の3つに大きく区分するのがふつう

である。

（1）技能員のなかの「生産労働者」とは，

伝統的な区分である「不熟練工」と「半熟練

工」（単能工）を含んでいる。また「専門労

働者」とは，伝統的な「熟練工」（例えば工

具製造やメンテナンスに携わる労働者）と多

能工をモデルとする“新たな労働者”を含む。

職業適性証（CAP）や職業教育修了証（B

EP）のような技能資格を持つかあるいはそ

れに相当するレベルの労働者であり，表のよ

表ルノー従業員構成（1994年）

職　　　　　　種 人数（96）

　　　生産労働者

　　　専門労働者

調整工（熟練，上級）

　695（1．2）

26，519（44．7）

　296（0．5＞

（け技能員計 27，510（46．4）

　　　調整工（等級外

　　職場テクニシャン

　　　　　　事務職

テクニシャン・製図工

　　　　　　　職長

　287（0．5）

3，140（5．3）

5，924（10．0）

12，501（21．0）

3，451（5．8）

（1りETAM計 25，303（42．6）

（lll）エンジニア・管理職 6，533（1τ．0）

総計（1＞＋（1｝）＋（晦 59，346（100）

出所　ルノー『1994年度雇用・労使関係の現状」より作成。

うに現在は大半の労働者がこの専門労働者に

区分されている。

　（1）技能員と（ll）中間職種の両方にま

たがる「調整工」は，かつては労働者から職

長になるための一階梯であり，職長の助手兼

調整役であったが，現在は組織改革によって

新たな任命はなくなり，廃止の運命にある。

「職場テクニシャン」は現場上がりで，職長

になる一歩手前の技能レベルの高い労働者で

ある。これに対し，いわゆる「テクニシャ

ン」とは労働者とエンジニアの中間職層であ

り，技術短大卒や上級テクニシャン証のよう

な資格をもつ。職長は，一般に技能員ではな

く，中間職種に区分される。

　（m）エンジニア・管理職は，大学・大学

院卒業者と，行政官僚，企業幹部，管理職，

エンジニアを養成する「グランドゼコール」

の出身者からなる。

◇専門工を主体とするチームワーク

　図2にように，ルノーでは80年代以降の合

理化をへて，70年代までは70％以上あった労

働者の比率が急速に低下し，94年には46％と

全従業員の過半数を割った。これに対し，事

務職・テクニシャン・職長，管理職・エンジ

ニアは増えた。なかでも伸びが著しいのは，

テクニシャンとエンジニアである。労働者の

減少は各国自動車メーカーに共通する傾向で

あろうが，フランスではこの減少が急激で

あったという気がする。

　労働者の内部構成にも大きな変化が見られ

た。70年代に労働者の大半を占めた「半熟練

工」（単能工）が減少し，80年代末には労働

者全体の1割にも満たない存在となった。か

わって，多能工をモデルとする労働者や熟練
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図2　ルノー従業員構成の変化
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工を含む「専門労働者」が増えて，中心的な

労働力になった。今では自動車メーカーの労

働者のほとんどが専門労働・者に格付けされて

いる。半熟練工から専門工への転換は，自動

車生産現場における技能レベルの高度化，半

熟練工の処遇の見直しなどが背景となってい

る。また構造的失業のなかで，資格所持者の

増加（高学歴化）に拍車がかかり，資格のな

いものの採用が減ったことにも留意したい。

　90年代に入ると，現場レベルで，品質・コ

スト・納期に責任を負う20～25人規模の新た

な作業組織が設けられた。ルノーでは「作業

基礎単位」（UET）と呼ばれている。再編

された作業組織の主体となる労働者は，従来

の単能工ではなく，職務統合や訓練を前提と

する多能化された専門労働者である。フラン

スにおけるチームワークの本格的な導入と

いってよい。この作業単位の管理監督は，伝

統的な職長から，新設の「作業長」（CU）

に切り替えられた。ルノーの職長が監督する

作業員は，それまで数十人から百数十人にも

達していたが，作業長が監督する新たなチー

ムは20人前後である。

　例えば，96年3月に訪れたルノーの商用車

を生産する子会社SOVAB（ロレーヌのバ

ティーイ市）では，組立ラインの作業基礎単

位は，①作業長1名，②「モニター」と呼ば

れてメンバーの訓練にも責任を負う専門工2

級が1名，③「多能工」と呼ばれるリリーフ

マンが2名（専門工1級上級），④20名前後

の一般作業員（専門工1級）から構成されて

いた。

◇年齢・勤続構成

　日本では，高齢化がますます進行し，今後

予想される少子化・労働力不足の進行のなか

で高齢者の活用ニーズがいっそう高まる。ま

た，戦後生まれの団塊の世代が定年を迎える

までの約10年間は，労務費の重圧が増え続け，

退職金の負担も高まることが予想される。で

は，仏自動車メーカーでも高齢化は問題と

なっているのであろうか。

　この点について，明確な問題意識をもって

調査を行ってはいないため，さしあたり仮説

的な見方を述べるにとどめたい。

　図3は，ルノーにおける労働者の年齢・勤

続構成を88年と94年で比較したものである。

50歳以上の比率が17．4％から23．9％へと増え

ており，短期間とはいえ高齢化の進行が確認

される。新規採用（特に若者）の抑制が続い

ているため，この傾向はいっそう強まること

が予想される。ただ，早期退職を中心に思い

切った雇用削減が実施されるフランスでは，

相対的に高齢化が重大な問題とはなっていな
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　　　　　図3　ルノー労働者の年齢・勤続構成（％）
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出所　ルノー前掲資料より作成。

いという印象を受ける。

　労務費負担という面でも，フランスには格

付けと勤続年数のみで決まる，欧米には珍し

い「勤続給」が定着しており，高齢化のなか

でその負担が高まっているのはたしかである

が，この給与項目も勤続が十数年を越えると

頭打ちになる。年齢や勤続が昇給に与える影

響力は，80年代から労働者にも広がった昇給

の個別的決定（査定）により，従来よりも弱

まっている。退職金の金額もごくわずかであ

る。年齢・勤続が賃金に与える影響は，英米

などアングロサクソン系諸国にくらべれば大

きいが，日本とくらべると小さいであろう。

　したがって，高齢化が年齢と仕事との

ギャップを広げる度合いは，フランスでは日

本よりはるかに小さいと思われる。

著者紹介

　　　松村 文人（まつむら　ふみと）
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90年代における

「パンチャシラ労使関係」

　　　　　　　　の理念と労働政策

金城学院大学現代文化学部

教授　山　本　郁　郎

「パンチャシラ労使関係」とは

　インドネシアに駐在された方の間では周知

のことであろうが，インドネシァではただ一

つの政府公認労働組合しか存在しない。その

名を「全インドネシア労働組合（略称SPSI）」

という。日系企業の多くで労働組合が組織さ

れ，労働協約が締結されているが，それらは

SPSI傘下の産業別組織の企業支部（Basis）

との間で結ばれたもである。このように労働

組合に対する厳格な統制の下で，労働者を開

発政策に動員することを第一義的な目的とし

て，スハルト政権によって形成された労使関

係を「パンチャシラ労使関係」という。パン

チャシラ労使関係はスハルト体制の開発政策

を支える柱の一つとして1974年に公認され，

それ以降政府労働政策の基本的な枠組を形づ

くることになった。

注）「パンチャシラ」とは，1945年憲法前文に記

　載されたインドネシア共和国の建国5原則で，

　①唯一神への信仰，②人道主義，③インドネ

　　シアの統一，④民主主義，⑤社会正義をいう。

　では，パンチャシラ労使関係とはいかなる

ものか。一言でいえば，「開発」は社会の安

定，経済の成長，成果の分配という3つの目

標からなるが，この3つの目標の追求が潜在

的にはらむ労使間の対立・紛争の可能性を除

き，開発体制の安定を保証するのがパンチャ

シラ労使関係に他ならない。その意味でパン

チャシラ労使関係の構築は開発政策の要に位

置づけられるのである。この労使関係の下で

は，企業労使は本質的に利害が対立するので

はなく，開発という戦場で相互に協力し助け

合い，成果を平等に享受し，そして責任を分

かち合う「戦友」として表象される。こうし

た考え方には，45年憲法に色濃く漂う「人民

主義的協同組合主義」が反映している。それ

は一方で労働者を企業の発展のために最善の

努力を払って労働するよう動員するのである

が，他方では，対等のパートナーとして労働

者の尊厳と分配の公正に配慮する義務を経営

者に課することにもなるのである。

　だが，市場経済の下では成長と分配の間の

均衡は絶えず揺らぐことが避けられない。そ

うした揺らぎを制御するのが，インドネシア
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式民主主義といわれる「合議を通じての全会

一致」に他ならない。全会一致原則の下では，

個人はおのおの意見をもつと同時に，その意

見が全社会の調和の原則と合致しているかど

うかを基準として意思の一致を図ろうとする

ものとみなされる。ここで重要な役割を担う

のが指導者である。彼は全体を見渡し，相異

なる意見を統一する「社会的コンセンサス」

を導き出さねばならない。その意味で全会一

致原則は指導者の権威と切り離すことができ

ない。では産業社会における指導者とは誰か。

労使の背後にあって，労使がパンチャシラの

道から逸れることのないように，逸れた場合

には後から支えて正しい道へと連れ戻す役割

を担う権威と能力をもつのは政府を除いて他

にはないのである。

唯一労働組合SPSIの役割と限界

　このようなパンチャシラ労使関係の理念は，

制度的にはとりわけ企業レベルの労使協議と，

そこで全会一致原則を通じて締結される「労

働協約」によって実現されることになる。そ

の一方の当事者こそ唯一労働組合SPSIに他

ならない。SPSIの存在はまさにパンチャシ

ラ労使関係の要に位置するものである。その

役割は何よりも労働者を開発に動員すること

であり，今一つは労働者福祉の向上に努める

ことであるが，示威行動やストライキは否定

されているから，労使協議による労働協約の

締結がそのための唯一の方法である。このよ

うに労働組合は労働者の利益代表として位置

づけられているものの，草の根の自発性・政

治性を奪われ，権威主義的コーポラティズム

の一翼を担う存在に他ならなかった。

　社会諸集団の脱政治化・職能集団化の一環

として，政党色の濃い21の労働組合を統合し，

産業別労働組合の連合体として「全インドネ

シア労働組合総連合（略称FBSI）」が結成さ

れたのは1973年である。だが，FBSIは財政

基盤も貧弱であり，組織能力も著しく低く，

期待された役割を果たすどころか，保護の下

での企業との癒着は唯一労働組合の抜きがた

い性格となり，労働者の信頼を著しく損なう

結果となった。

　70年代末から80年代はじめにかけて，イン

フレーションを主な要因としてストライキ件

数が増加した。「火消し役」として労働力相

に就任したスドモ（提督・治安秩序回復作戦

司令部司令官）は，パンチャシラ労使関係の

概念的・制度的な枠組みを整備した上で，そ

れから逸脱する行為に対して治安秩序維持の

観点から強硬な姿勢で臨んだ。86年大臣決定

によって労働問題への軍の関与を公式に認め

るなど，スドモの下で「労使関係の軍事化」

が進められた。彼はFBSIの「再編」にもの

りだし，SPSIへの名称変更，産業別組織の

連合体から単一組織へ統合，さらに，結成以

来2期13年近く委員長の座にあったスドノに

代えて，スダルウォを委員長に据えた。SPSI

が政府による労働統制の道具にあることは，

これにより隠れもない事実として世論に示さ

れ，企業レベルの有効な労組代表の発展可能

性も，全国レベルのリーダーシップの発展可

能性も掘り崩してしまう結果となった。

経済構造の転換と「見えざる費用」

　新委員長スダルウォは繊維メーカーの経営

者，与党ゴルカルの政治リーダーの一人であ

り，就任当初からその手腕には疑問の声があ

がっていた。案の定，新生SPSIもまた，国
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会の労働委員会副委員長をして「経営者に

よって指導される組織」と慨嘆せしめるほど

労働者の声を反映することができなかった。

パンチャシラ労使関係の理想的な姿は，企業

レベルで労使協議を通じて労働協約が締結さ

れることにあった。そのためにSPSI企業支

部の普及が不可欠である。だが，SPSI企業

支部の設立は遅々として進まなかった。こう

した現実が政府によっていかに深刻に受けと

められたかは，スハルト大統領自らがSPSI

支部設立への協力を経営者に求めたことに端

的に窺い知ることができる。

　経営者がSPSI支部設立に冷淡であった理

由の一つは，政府と一体となったSPSI支部

設立によって，人事・労務管理について政府

による規則を直接的に受けることを嫌ったか

らである。もう一つの理由は，SPSIがその

結成当初からもっていた「なれ合い」体質に

あった。なれ合いから発生する「見えない費

用」は，規制と保護を伴う輸入代替工業化政

策の下であれば，価格に転嫁することで処理

できた。だが，80年代後半に進められた市場

志向型経済への転換の中で，市場競争圧力に

さらされた新興企業の経営者にとって，「見

えない費用」は結局労働者にしわ寄せする以

外に処理のしようがなかった。90年代にはい

ると膨溝として労働争議が発生することに

なったが，その主要な原因はこうした経済構

造の転換にあったのである。

「ストライキの大波」と国際労働基準

　インドネシアのストライキ発生件数は，80

年代には概ね30～40件台の低い水準で推移し

てきた。ところが9α年代にはいると急増し，94

年には880件余の多数を数えるに至っている。

また，抑圧的コーポラティズムへの挑戦を掲

げる自立的な労働組合結成の動きも見られた。

こうした現象はパンチャシラ労使関係が深い

危機にあることを示すものであった。

　90年代における草の根の労働運動のこの高

揚は，国際労働基準を掲げた国際労働界によ

るインドネシア政府の抑圧的な労働政策に対

する批判によって加速された。93年5月に東

ジャワでおきた女性活動家殺害事件の後，ア

メリカ政府は特恵関税を絡めてインドネシア

の労働者の権利状況を問題とし，通商代表部

を中心とする調査団を派遣した。インドネシ

ア政府もこうした批判を無視できず，公務員

の団結権承認，争議禁止規定廃止等，一定の

譲歩を行ったが，それらはあくまで形式的な

ものであり，団結権・争議権規制は継続され

た。

　とりわけ問題視されたのは，労使関係・労

働争議への軍の介入であった。上記女性活動

家の殺害に軍が深く関与していたことは疑う

余地がなかった。労働問題への介入は軍に

とって利得と退役後の雇用機会の確保に結び

ついていた。とくに経済発展がジャカルタ以

外の地方都市にまでおよんだ80年代には，そ

れまでそうした機会の乏しかった地方軍機関

が積極的に労働問題への介入を行うように

なった。そうした介入は，国防機能と並んで

社会発展に貢献すべき社会勢力であるという

国軍の「二重機能」のドクトリンによって正

当化された。軍介入の根拠となった86年の大

臣決定は，国際社会の批判に応える形で廃止

されたが，紛争調整機構を通じての軍の間接

的な争議介入の道は残された。SPSIのみな

らず，労働力省にも安定した労使関係を構築

する力がない以上，労使関係の安定に軍が関
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与することは責務であるというのが軍の主張

であった。さらに，労働統制に対する政府の

確固たる姿勢は，90年代はじめに抑圧的コー

ポラティズムへの挑戦を掲げて結成された，

二つの自立的労働組合に対する承認の拒絶に

端的に表れている。

労働保障政策の進展

　団結権・団体交渉権に対する峻厳な規制と

対照的に，労働保障政策の分野では積極的な

労働条件引き上げへの介入が90年代政府労働

政策の顕著な特徴となる。なかでも最低賃金

政策はこの時期のインドネシア政府の姿勢を

もっともよく示すものである。90年代に入る

と，政府は毎年初における最低賃金額引き上

げを制度化し，しかも最低賃金の引き上げ率

も93年20％，94年30％強，95年21％ときわめ

て大幅なものとなった。これに対して経営者

はサボタージュで対抗した。インドネシア経

営者連盟（Apindo）は会員企業5000社の内，

最低賃金を遵守している企業は416だけであ

ると認めている。経営者のサボタージュに業

を煮やした政府は違反企業名の公表，罰則の

適用など強い姿勢で臨んだ。94年には最賃違

反の廉で大企業3社が告発されている。

　経営者が最低賃金の遵守に消極的であった

理由は，とりわけ92年以降の大幅な最低賃金

引き上げによって，最低賃金の伸びが生産性

増加率（年率20％）を上回り，低賃金労働力

とりわけ若年女子労働力に依存する輸出指向

あるいは国内市場指向型の企業では，最低賃

金の引き上げが全般的な賃金上昇圧力となっ

てこれら企業に大きな衝撃を与えたからであ

ると推測される。実際94年には，賃金上昇の

結果，インドネシアの労働力が持つ比較優位

は次第に失われ，中国やベトナムと比べて価

格競争力が低下したと見られている。

　こうした事態の進行にもかかわらず，政府

が労働保障政策を積極的に推進したのはなぜ

か。一つには，高い賃金を支払い，労働者の

技能を高めることによって，価格面のみなら

ず品質など非価格面で長期的な競争力を高め

ようという，「高賃金の生産性」の考え方で

あり，労働力省が積極的に唱えた。だが，こ

れは労働過剰経済下で低廉な労働力に比較優

位がある以上，説得力に欠けている。今一つ

の考え方は，パンチャシラ労使関係をも貫く

反市場主義的人民主義に立脚する論理で，こ

れによれば企業が低賃金労働の「比較優位」

からその競争力を引き出すことは労働者を

「搾取」することに他ならなかった。インド

ネシア経営者連盟会長ですら「SPSIは本来

人間労働が搾取されないように強く闘わねば

ならない」と語るのである。低賃金労働の

「搾取」は「民族の恥」であり，「外国資本

誘致のために労働者の賃金を“売って”はな

らない」という「人民主義ナショナリズム」

こそ，この時期民衆のみならず，体制の指導

者，政策立案者を包み込んだ濃密な空気であ

り，労働政策の方向を規定した主な要因の一

つではなかったかと思われる。

む　す　び

　90年代に入ってインドネシア政府が採った

政策は，厳しい労働統制という点では東アジ

ア・モデルに従いながらも，労働保障政策を

通じて企業活動への介入を強めた点ではモデ

ルから大きく逸脱している。こうした選択は，

自由な労働組合がなくとも開発成果の公正な

分配を達成することが可能であることを示す
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ことによって，抑圧的コーポラティズム体制

の正当性を示さねばならないという政治的要

請によるものであるとい累よう。そうした選

択には憲法とパンチャシラ労使関係の理念を

貫く「人民主義ナショナリズム」が深く影を

落としているように思われるのである。しか

し，その選択はさまざまな場面で労働市場と

労使関係に深刻な歪みを引き起こすことに

なった。それは権威主義的コーポラティズム

の維持コストと考えられるべきものである。

本年6月初旬に予定される総選挙でどのよう

な政権が生まれるにせよ，労使関係もまた大

きく転換することにならざるをえない。真に

自立的な労使関係の構築のためにはなお相当

な時間とコストを覚悟せざるをえないであろ

う。

　　　　　　　　（筆者は中部産政研研究員）
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加速化する自動車業界の
　　　　　　　　　　　　　　　国際的再編

1．自動車業界は最終戦争に入った

　すべては1998年5月に起きたダイムラー・

ベンツとクライスラーとの大型合併から始

まった。この発表は，世界的スケールでの業

界再編時代の到来を告げるものであった。

　その後，欧州では，高級車メーカーである

英国のロールスロイスを巡ってフォルクス

ワーゲンとBMWが買収合戦を繰り広げた。

この買収合戦に勝ったフォルクスワーゲンは，

子会社アウディを通じて，イタリアの高級ス

ポーツカー・メーカーのランボルギー二も傘

下に収めている。フォードは，スウェーアン

のボルボの乗用車事業を64億ドル（約7，360億

円）で買収した。

　アジアでは，韓国自動車業界の再編が財閥

間における事業整理という文脈の中で起こ

り，4社から2社体制に集約された。現代自

動車は起亜自動車を，大宇自動車は生まれた

ばかりの三星自動車を統合した。

　日本では，日産自動車がまさに台風の目と

なった。ダイムラー・クライスラーとの資本

提携を含む包括的な提携交渉は実らず、結局

　野村謹券㈱金融研究所

　　　　企業調査部

主任研究員杉浦誠司

はルノーとの提携の道を選ぶこととなった。

　GMは，従来から提携関係にあったいす・’

自動車及びスズキへの出資比率を引き上げ，

関係強化を図った。

　今なおマスコミ報道では，三菱自動車とマ

ツダとの提携観測が浮上しており，今後も予

断を許さない状況が続くと見込まれる。部品

メーカー間における再編の動きも，完成車

メーカーの動きと呼応するようにいっそう拡

大していくことであろう。

　100有余年に及ぶ自動車産業の歴史におい

て，企業間の合併や買収は決して珍しい事象

ではなかった。だが，今回は現在の国際的な

買収合併に彩られた市場競争が，来るべき次

世代自動車の時代につながる従来型（内燃機

関）自動車での覇権を巡っての「最後の戦

争」ともいえる歴史的意義を持つ点で注目さ

れる。

2．国際的な再編の背景

　今回のような国際的な業界再編の背景には

何が考えられるのだろうか。自動車業界の長

期展望を踏まえ，以下の3つの点に注目した
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い。

　第一に，世界の自動車メーカーが，過剰生

産能力の存在を背景に，その解消とより強固

な業界地位を狙って，各々が「量の拡大」を

目指して動き出したことである。

　第二に，低燃費や低公害，安全，嗜好に関

するクルマへの顧客ニーズが高まり，各メー

カーは価格に転嫁することなしにその対応を

求められていることである。

　第三に，内燃機関のエンジンから，ハイブ

リッド車や電気自動車など次世代の自動車へ

移行する時代がいよいよ近づいていることで

ある。

　以上の3つの事象はすでに我々の前で起

こっている未来である。自動車業界における

競争は世界的な広がりをもって激化している，

　大型合併を模索する動きが，97年以降，盛

り上がっている。これは，販売エリアの世界

的な拡大，製品ラインナップの拡充，研究開

発資金の増加と効率性などを目的とする。

　現在，世界では年間5，000万台程度の自動

車が生産，販売されている。だが，生産能力

としては，世界中で7，000万～7，200万台分が

存在すると見込まれ，約2，000万台の過剰生

産設備があると推定される。特に日本を含む

アジア地域でそれが顕著である。同地域の過

剰生産能力は域内経済の落ち込みもあって約

800万台と推定する。そのうち日本では300万

台程度が過剰となっているのである。

　90年は日本の自動車生産がピークであった。

だが，当時約1，350万台あった国内生産台数

も98年には1，000万台にまで落ち込んだ。

我々の長期予想でも過去のピークにはもう戻

ることはないと予想する。

　日産自動車やトヨタ自動車は具体的に国内

生産体制の再編の意向を表明した。稼働率向

上のためである。過剰生産能力は今後，メー

カーの収益を圧迫していく。

　過剰生産設備そのものを解消するためには，

自らの能力を削減するか，マーケットの参加

者を少なくしてしまうかという選択となる。

当然，競争は過酷となる。

　また，かつて自動車産業にとって成長エリ

ァであった東南アジアや中南米といった市場

は経済発展の岐路に立たされている。すでに

各メーカーからの集中投資によって過剰設備

を抱えた地域もある。世界の新車販売台数の

長期成長は年率3．0％と予想する。これでは

外部環境の好転だけで問題の解決にはならな

いだろう。

3．勝ち残る企業の条件

　自動車メーカーにとって合併・買収による

規模の拡大だけが勝ち残りの方法ではないだ

ろう。

　例えば，GMのケースを取り上げたい。年

間およそ800万台の自動車を生産するGMは，

現在の自動車業界におけるM＆Aブームを正

当化する規模の経済性の条件を満たしている。

一般的には生き残りのパスポートを得ている

といっても過言でははない。

　だが，近年，GMが歴史的な経営改革を打

ち出したようにその危機感は強い。それゆえ

GMのケースは自動車業界において，規模の

大きさが必ずしも生き残り，勝ち残りを保証

しているのではない事実を示していよう。

　GMがスズキといすs’自動車への提携強化

に踏み切った背景には，両社が有する専門分

野での高い競争力がある。日系メーカー側も

自社の強みをさらに向上させるために提携強
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化を行った。したがって，将来にはさらなる

出資比率の引き上げもあろう。

　だが，まだ残された課題がある。それは，

GMのアキレス腱である労使関係の解決であ

る。続いて，強力な後ろ盾をもった日本の2

社が財務体質の改善や収益力向上への努力を

怠る可能性である。最後にメーカー同士の共

同戦線は単純ではないということである。

　したがって，勝ち残るメーカーの素質とし

て以下の3点を挙げてみたい。

　第一に，過剰生産設備の問題に悩まされな

いメーカーに注目したい。世界的な規模で巻

き起こっている自動車業界再編の背景のひと

つには，自動車メーカーが抱える過剰生産設

備への対策がある。そこには規模の拡大をテ

コに勝ち残りを目指し，世界シェアの向上を

もって解決を図ろうという胸算用がある。目

的が達成されなければ，縮小均衡策による工

場閉鎖，設備集約は不可避であろう。全世界

で約2，000万台の過剰生産能力が存在すると

推定される今日，工場の設備稼働率の向上が

設備産業たる自動車メーカーにとって死活問

題のひとつであろう。したがって，過剰設備

問題を抱えるメーカーは，単なる合併・買収

戦略でなく，よほど抜本的な施策を打ち出さ

ない限り，競争に参加することもできない。

　第二に，株主価値向上への意識と努力を明

確にしていく企業に注目したい。企業を取り

巻くステークホルダー（利害関係者）の中で，

機関投資家，株主の発言力が確実に強まって

いる。

　さらに自動車産業では，堰を切ったように，

合併・買収の動きが活発となった。そうした

状況の下では，競争力もあり，他メーカーと

包括的な事業・資本提携を組むことなく独自

の経営を推進できる企業も，孤高を保っては

いられないだろう。例えばライバルメーカー

からのTOB（公開による株式買い付け）によ

るわずかな株式取得でも，経営戦略の推進に

は影響を与える。また，株式持合いの見直し

の機運は依然として強い。

　したがって，高株価政策は，むしろ競争力

のある優良企業にとって最も重要な経営課題

に浮上しよう。成長シナリオの構築や戦略的

な経営管理の徹底，収益率の底上げへの施策，

合理化推進，自社株買い政策など，打ち出さ

れるすべての施策は，結果として株主価値向

上をも意識せざるをえないであろう。

　日産自動車を巡る提携劇の事例にみられる

ように，ダイムラー・クライスラー側の問題

点は，巨額の負債を抱える日産自動車の買収

計画が株主価値にダメージを与えると見込ま

れ，株主を説得できないと判断したことに

あった。一方，ルノー側にとっては当の大株

主がフランス政府であったために資本の論理

以外の要素が優先されたことにあった。

　第三に，マネジメントが経営における

フォーカスを絞り切れているメーカーに注目

したい。

　基本的に，フルラインの品揃えを維持しよ

うとする自動車メーカーは，開発，生産，販

売にわたるコストと収益性の両立に，今後

いっそう苦労しよう。

　この点では，日本の自動車メーカーの中で

経営のフォーカスを絞ることができている企

業は意外に少ない。最近の合併買収の動きも，

各社の経営戦略に影響を与えている。例えば，

GMグループの企業の例は興味深い。スズキ

はスモールカーに注力，いすS’自動車は

ディーゼルエンジン及びその搭載車両にほぼ
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完全にフォーカスが絞られている。それゆえ

に今後の収益性の向上が期待できると考えて

いる。

4．自動車産業の未来

　自動車産業の抱える課題は実に多い。だが，

長期的な視野で考えなければならないことは，

次世代の自動車に関するテーマであろう。

　97年12月にトヨタ自動車はハイブリッド車

「プリウス」を発売した。ガソリンエンジン

だけでなく，バッテリーを搭載して電気モー

ターでも駆動できる新しいタイプの自動車で

ある。また，電気自動車の研究開発も進行中

である。特に，燃料電池電気自動車を巡って

は，世界的な開発競争が繰り広げられている。

早ければ2003　一・　2005年頃にはビジネスとして

の生産が始まる見込みである。2020年には

いっそうの普及が進んでいることだろう。

　従来の内燃機関のガソリンエンジンや

ディーゼルエンジンから，こうした次世代の

自動車が市場を席巻する日はもう遠い未来の

話ではなくなった。トヨタ自動車やダイム

ラー・クライスラーなどの大手メーカーは，

現在，まさに次世代自動車向けのプラット

フォームの世界標準を巡る開発競争を行って

いるのである。

　今後，既存のエンジン自動車で生き残った

完成車メーカーが次代の自動車産業でも中心

でありつづける可能性が高いことは予想でき

る。次世代自動車の生産プロセスや購買政策

を通じて部品メーカーとの関係ががどのよう

に変貌するのかはまだみえてこない。従来の

完成車メーカーと部品メーカーとの関係が崩

れるとする見解も説得力がある。

　だが，現在の国際的な買収合併に彩られた

市場競争は，次世代自動車につながる従来型

（内燃機関）自動車の覇権をめぐる「最後の戦

争」ともいえるのである。

　その競争は長期にわたると予想される。し

たがって，規模の拡大に急ぐあまり，スムー

ズな相乗効果を得られないというリスクも伴

う。企業価値を向上させ，創出したキャッ

シュフローをもって将来に向けての投資を継

続的に行える経営体質を確固たるものにする

ことが，国際的な業界再編における勝ち残り

の鍵を握ると考える。
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我が国における

臓器移植の現状について

　厚生省臓器移植対策室

室長補佐阿萬哲也

1　はじめに

　本年2月末から3月初めにかけて，臓器移

植法施行後初めての脳死下での臓器提供があ

り，心臓，肝臓，腎臓及び角膜の移植手術が

行われた。本事例は，特に心臓等を含めた多

臓器の提供事例としては国内初であり，臓器

提供，摘出手術，搬送及び移植手術を通じた

関係者の努力の結果が移植医療への国民の理

解を深めた。しかしながら，その一方で様々

な課題や問題点も明らかとなっており，今回

の一連の手続の検証を行い，検証結果を教訓

とした制度改善策を可能な限り早くまとめる

こととしているところである。

　本稿においては，まず平成9年の臓器移植

法施行後の臓器移植対策の一般的な内容につ

いて概説し，次に今回の脳死下での臓器移植

事例からの教訓も踏まえた今後の施策の方向

性について論じることとする。

2　臓器移植の現状

　欧米諸国においては，脳死下での臓器移植

については1970年代には行われるようになっ

た。現在では，例えば米国においては1997年

に年間約2，300件もの心臓移植が行われてい

るなど，既に脳死下での臓器移植は一般的な

医療として定着しているところである。日本

においては，昭和33年施行の「角膜移植に関

する法律」及び昭和54年施行の「角膜及び腎

臓の移植に関する法律」により，心臓停止後

の死体からの角膜及び腎臓の移植のみが行わ

れていた。これは，脳死は人の死か，そして

脳死した者の身体からの臓器の移植は認めら

れるかといった基本的な問題が未解決であっ

たためである。こうした状況から，臓器移植

以外に治療方法がない患者を救うために，日

本でも脳死した者の身体からの心臓，肝臓等

の臓器移植の途を開いていくことが強く求め

られてきた。かくして立法化されたのが「臓

器の移植に関する法律」（平成9年法律第104

号。以下本稿において「臓器移植法」とい

う。）である。

　なお，我が国の臓器移植法においては，心

臓，肝臓等の臓器移植について，本人が臓器

提供の意思をあらかじめ書面により表示して

いることが必須条件（腎臓及び眼球について

は例外あり）であり，その点で世界的にもあ

まり類を見ない法体系の下で関連の体制整備

一 54一



を図る必要がある。また，腎臓，眼球及び膵

臓以外の臓器については，一般的に脳死状態

での摘出が医学的に必要であるが，同状態で

の臓器提供を希望する者については，脳死判

定に従う意思についても書面により表示する

ことが必要とされており，その点においても

複雑な制度となっている。また，臓器移植法

においては臓器売買の禁止や臓器あっせん業

に係る規制等についても定められており，そ

れらの事項も含めて同法に基づき我が国の臓

器移植対策が展開されているところである。

3　臓器移植関係諸施策

　平成9年に臓器移植法が成立し施行された

ことを受けて，厚生省としても，それまでの

角膜及び腎臓の移植に加えて臓器移植全般の

推進に必要な基盤整備を行ってきたところで

ある。予算面では平成11年度においては約6

億5，500万円を計上し，また，予算非関連で

も様々な施策が行われてきているところであ

る。主な事項については下記のとおり。

（1）臓器提供意思表示カード・シールの普及

　臓器移植対策の根幹となる事項の1つとし

て，臓器提供に関する個人の選択をいかに実

際の移植に反映させるかということが課題と

して指摘されているが，その面で重要な役割

を担っているのが，臓器提供意思表示カード

（以下単に「意思表示カード」という。）で

ある。臓器提供及び脳死判定に関する書面に

よる意思表示については特にその形式は法定

されていないが，かえって何を書面として残

せば法的に有効な意思表示となるのか分かり

にくい面があった。そこで，○×を付すなど

簡単な方法で書面による意思表示ができるよ

う作成されたのが意思表示カードである。

（なお，臓器提供等を行わない意思も表示で

きるようになっているため，「ドナーカー

ド」という呼び方はしていない。）厚生省及

び社団法人日本臓器移植ネットワーク（以下

単に「ネットワーク」という。）において同

カードの作成・配布を行っており，これまで

に市町村の窓口や保健所，郵便局等を通じて

約3，800万枚（平成11年3月末現在）配布さ

れているところである。また，携帯性や実際

の医療現場における発見のしやすさ等を考慮

し，運転免許証や医療保険の被保険者証に貼

付して臓器提供に係る意思表示を行う「臓器

提供意思表示シール」についても作成・配布

を開始している。

　今回の脳死下での臓器移植事例の後，意思

表示カード及びシールについても多数の問い

合わせ等が寄せられており，社会的な関心も

非常に高まっているところであるが，昨年10

月に行われた総理府による世論調査において

は意思表示カードを持ちたい人（24．0％）の

約10分の1（2．6％）しか実際にカードを所

持していないという結果も出ており，今後は

意思表示カード及びシールを持ちたいと思っ

ている方々にいかに持っていただくかという

点が施策の重点となると考えられる。特に最

近は一部のコンビニエンスストア等において

も意思表示カードが設置されるなど，より日

常生活に密着したところで配布が行われるよ

うになってきており，望ましい傾向である。

（2）脳死下での臓器提供を行うことができる

　施設の整備

　臓器の提供は，人道的精神に基づき行われ

るべきものであるが，それだけに，臓器提供

を行うことのできる施設においては，当然の

ことながら，まずは患者に対する救命治療が

十分に行われなければならない。特に，脳死

下での臓器提供を行うことができる施設につ

いてはこの点が一層求められている。した

がって，脳死下での臓器提供・摘出を行うこ
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とのできる施設は，高度な救命治療が可能で

あることが制度的に保障されている施設に限

定されなければならない。また，脳死判定を

行うための人的・物的な整備が行われている

こと等も必要である。厚生省としては，臓器

の移植に関する法律の運用に関する指針（ガ

イドライン）において大学附属病院，日本救

急医学会の指導医指定施設等の類型を定め，

それらの類型に該当し，かつ，その上で当該

施設全体について脳死した者の身体からの臓

器摘出を行うことについて同意が得られてい

る等の条件を満たした場合にはじめて臓器提

供施設となりうることを定めている。現在，

臓器提供施設になりうる施設は353施設（平

成11年1月1日現在）であり，そのうち臓器

提供施設としての体制を既に整えた施設は

168施設（平成10年10月1日現在）である。

　厚生省としては，脳死下での臓器提供を行

うことができる施設それぞれに平成9年度厚

生科学研究報告書「脳死体からの臓器提供に

係る標準的手1頂」等を配布する等の支援を

行っているところであるが，それらをふまえ，

各施設において独自のマニュアルを作成し，

実際の臓器提供に係るシュミレーションを行

うなど，提供事例の発生に備えて準備を行っ

ているところである。また，厚生省において

定期的にそれぞれの施設における体制の整備

状況について調査を行い公表することとして

いる。

（3）脳死下での移植を実施する施設の整備

　脳死下での臓器の移植手術を実施する医療

機関についても，臓器が人道的精神に基づき

提供されたものであること等に鑑み，高い医

学水準の下で適切に移植手術が行われるよう

な施設に限定される必要があるが，この限定

については，行政が関与することなく，医学

界内部の手続きにより行われている。すなわ

ち，移植関係学会合同委員会（森亘会長1日

本移植学会，日本外科学会，日本脳神経外科

学会等からの代表者で構成）における決定に

基づき移植を行うことのできる施設が指定さ

れており，現在，心臓3施設，肝臓2施設，

肺4施設及び膵臓13施設が既に指定されてい

るところである（小腸については現在検討が

進められているところ）。

（4）臓器あっせん体制の整備等

　死者からの臓器提供に基づく臓器移植につ

いては，一般に単一の医療機関における医療

として完結するものではなく，臓器提供施設

及び移植実施施設の連絡調整，摘出された臓

器の搬送，また提供施設における臓器提供者

のご家族に対する説明，さらに移植実施施設

における移植患者の登録・選定等の様々な業

務が必要となってくるが，それらについて統

一的に処理するのがいわゆる臓器あっせん機

関であり，臓器移植法第12条に基づき厚生

大臣の許可の下で業務を行っているところで

ある。

　それら臓器あっせん体制の整備に関しては，

厚生省としては，提供施設における臓器提供

者のご家族に対する説明，臓器搬送に係る調

整等を行う移植コーディネーターの活動に係

る補助，移植患者の選定等を行うためのコン

ピューターシステムの整備に係る補助等を

行っているところであり，例えば臓器あっせ

ん機関の1つであるネットワークについては

平成11年度予算において計約4億5，000万円

の補助を行っているところである。

（5）その他

　臓器移植体制の整備においては，上記の他，

一般国民への啓発普及が大きな柱であるが，

これまで毎年10月を腎移植推進月間として全

国大会等を中心とした啓発活動が行われてき

たところであり，平成ll年からは新たに臓器
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移植普及推進月間（仮称）として改組され，

より一層普及啓発体制の充実を図ることとし

ている。

4　今回の脳死下での臓器移植事例

　からの教訓及び今後の展望

　これまで，厚生省としても，上記のとおり

各般の施策を講じてきたところではあったが，

今回の脳死下での移植の第一例を経験して，

今後早急に取り組むべき様々な課題が指摘さ

れているところである。その主なものをあげ

ると下記のとおり。

　まず，各臓器提供施設に対しては，脳死判

定の検査手順等の手続やあるいはその基礎と

なる考え方の周知徹底を行うほか，今回の経

験を踏まえ，提供施設における経験と留意点

をまとめて関係機関に情報を提供し，また，

必要に応じて，脳死判定等の実施に係る支援

体制を整備すること等についても検討する必

要性が指摘されている。

　臓器あっせん体制に係る整備については，

多臓器移植のコーディネーションを行う際の

コーディネーターの役割分担と連携，指揮命

令系統の明確化等を図り，また，コーディ

ネーション業務の質の一層の向上を図るべき

であるとの意見がある。

　また，厚生省においても，通知，カイドラ

イン等の関係文書について，現場で即座に正

確に参照するには表現等がわかりにくいとい

う点が指摘されており，より体系化され，参

照の容易な文書の整備を図る必要がある。ま

た，一般国民に対して脳死概念等についてよ

り一層の普及啓発を図る必要があると考えら

れる。

　最後に，臓器移植事例に係る情報開示とプ

ライバシー保護の関係については，過熱報道

によって臓器提供者のご家族に多大なるご心

痛を与えてしまったという深い反省を踏まえ，

より大きな観点からいかにその両立を図って

いくかという点について検討する必要があり，

現在，公衆衛生審議会臓器移植専門委員会に

おいて議論をお願いしているところである。

以前は，単に「移植医療の透明性」対「臓器

提供者等のプライバシーの保護」という抽象

的なレベルでの議論しか行われてこなかった

が，最終的には，両方の主張の詳細をさらに

分析し，どのような情報をどのような手続に

基づいて開示することができるのか，または

できないのか，また開示できる情報について

はその開示のタイミングはいつになるのか，

等について具体的に論議を行い，最終的に両

方の主張が最もよく折り合う点を見つける努

力が今後求められている。

　これらの論点については，報道そのものの

あり方等より大きな問題を含むものもあり，

一朝一夕には結論が出ないであろうが，今後

の臓器移植体制の一層の整備を図る上でいず

れも必要なものであり，報道機関を含めた関

係者においても各自において自主的に検討を

深めることを期待している。また，厚生省と

しても臓器移植専門委員会の議論を踏まえた

上で最終的な方針を早急に決定することとし

ているところである。

著者紹介

　　　阿萬　哲也（あまん　てつや）

　厚生省保健医療局臓器移植対策室室長補佐

〔略　歴〕

平成3年4月　厚生省入省

　　　　　　大臣官房国際課勤務，経済協力開

　　　　　　発機構（OECD）出向等を経て，

平成10年7月より現職。
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射出成形の技を尋ねて

技の根源はしくみを知ること

若者よ，よく学べ

　自動車のバンパーや数多くの内装部品を製造する樹脂の射出成形工程。ほとん

どは機械任せのこの工程にどんな技がひそんでいるのだろうか。今回は豊田合成

（株）本社と稲沢工場に大原勇氏を訪ね，射出成形の技についてお話をお聞きした。

f…”’一”’t’e’‘’t’一’”’一’－itjti－Jt－－－d’8t－’一’－－－it’－t－－－t－－tJtj－t－－－－－－tJ－－J－it－－1
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1　　　大原　勇氏のプロフィール　　　　i
噛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馳
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璽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馳

コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

1昭和20年　熊本県生まれ　　　　　　　　　　1
む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

1　　40年　豊田合成㈱に入社，春日工場に配属i
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i　　43年　稲沢工場操業開始と同時に，稲沢工i
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i昭和48年　科学技術庁長官賞を受賞　　　　　i

i　　52年　愛知県射出成形技能検査員に任命さi
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幸運たった配属後の教育

　　まず最初に大原さんが入社された頃のお話か

　らお伺いしたいと思います。どんな教育を受けら

　れましたか。

　私は春日工場の樹脂の射出成形部門に配属

されたんですが，新入社員に対する会社とし

ての集合教育が当然ありますよね。それが終

わった後，私たちは恵まれていたんですが，

射出成形に配属された者，12名ほどで2ヶ月

間の専門教育を受けました。

　　毎日，職場から完全に離れて受けられたんで

　すか。

　いえ，半日仕事をやって，後の半日が教育

というふうだったと思います。

　　　その時の印象はどんな感じでしたか。

　当時は時間的な余裕もあったのでしょうが，

じっくり基礎教育を受けられ，今になって思

うと，あの時の教育がベースになっていると

思うことがよくあります。

　　　どんな教育だったのでしょうか。例えば製造

　の仕方だけでなく，化学の勉強とか。

　そんな，ハイレベルな教育ではなかったと

思います。やはり，射出成形機の構造ですと

か，原理ですとか，そういうものをみっちり

と教えてもらいました。金型や樹脂原材料に

対しても同じようにカリキュラムが組まれて

いました。座学で学んだことは，必ず現場へ

行って確認をするという繰り返しでした。

　　　射出成形といってもバンパー、インパネから，

　小物部品に至るまでいろんな種類がありますが，

　入社された頃は主にどんなものを作っておられま

　したか。

　当時はハンドルやメータークラスター（計

器類の外枠）や樹脂の押し出し工程で塩ビの

ホースなどをつくっていました。

　一ご苦労された思い出は何かありますか。

　ハンドルは中に鉄芯が入っていまして，そ

れを樹脂で包み込むわけですが，インサート

露出といって，鉄芯が樹脂の外に出てしまう

ということがありました。一晩中不良品をつ

くってしまった失敗もありました。

　　　原因はどんな所にあったんですか。

　鉄芯の造りの悪さ，精度の悪さ，樹脂の射

出条件，つまり設定圧力ですとか，スピード

といったものがうまく整合していなかったと

いうことでしょうか。

保全の経験は一番の財産

　　射出成形の製造ライン以外にはどんなことを

　経験されましたか。

　昭和46年から2年間保全業務を経験しまし

た。専門保全という成形工場の設備保全と金

型保全を担当する職場ですが，私は好奇心旺

盛なものですから両方やらせてもらいました。

故障やトラブル対応のため，成形機を分解，

修理するわけですが，そこで射出成形機の原

理を身をもって体得することができました。’

金型も同様でトラブルがあると自分で型を分

解して仕組みを修得しました。そうやって成

一 59一



形機と金型の両方の構造，原理を本当に自分

で納得することができました。

　　　その時の経験はあとで監督者，指導者になら

　れた時に役に立ったんでしょうね。

　ええ，自分でいうのも恥ずかしいのですが，

知識や技能が一番向上した時期だったという

感じがします。

　ちょっと手前味噌になるんですが，いかに

興味を持つかということが大事だと思います。

自分の担当している仕事に対して，なぜだ，

なぜだとどこまでも寝食を忘れて没頭できた

ということが，技術修得，技能修得の一番の

拠り所だったと思います。

　　　「好きこそ物の上手なれ」ですね。

　はい。それともう一つ大事なのは使命感で

すね。興味を持つことと同時に，仕事に対す

る使命感がそこにあるかないかでは，結果は

大きく違ってきます。その業務を成し遂げる

ことによって，土司の期待や現場からの期待

に応えることができ，満足感にも浸ることが

できました。

　やはり，現場の監督者というのは，技能面

でも，知識面でも，管理面でも部下から信頼

を受けないと成り立ちません。そういう意味

では，長けた腕や人より秀でた知識を持って

いると，部下からの信頼，信望が厚くなりま

す。そうして強い絆で結ばれると多少の無理

も聞いてくれるようになります。当時は非常

に楽しかったですね。満足感がありました。

製品、を見で問題汽を見抜くことそれか技

　　　保全のあと，監督者になられてからのご経験

　をお話しいただけませんか。

　自分が経験してきたこと，体験して修得し

たことをより多くの人に伝承したいという気

持ちは絶えずあります。そうすると，機械が

壊れた，金型が壊れた，不良が出たという時

に，現地へ行ってこんな理由で壊れたんだと

いうことを部下に説明してやります。そして，

結果として，それが真の原因であれば部下が

信頼してくれます。そういうことの積み上げ

によって上司と部下の信頼関係が築き上げら

れてきたと思っています。

　　　「技」とか「匠」とかいいますと，何か，手

　先の器用さみたいなものを想像しがちになるんで

　すが，大原さんがお持ちの「技」とか「技能」と

　かはどのように考えればいいのでしょうか。

　射出成形というのは，射出成形機と金型と

原材料があって，基本的には誰がやっても必

ず同じ物ができるんです。だから，技なんか

全然いらないんです。ところが，どんな樹脂

を使って，どんな温度と圧力とスピードで，

どんな金型でといった，元の条件づくりには

技能，知識の要素が非常に大きく関与してき

ます。
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　設定条件にはおよそ30ぐらいのファクター

があるのですが，製品を見て，これは樹脂の

材料に問題があるとか，圧力や温度に問題が

あるとかを判断し，条件設定にフィードバッ

クしなければなりません。どのファクターに

よるものなのかを早く，正確に見出し，設定

条件をどう変化させれば製品にどんな変化が

起こるかを予測できる人が技に長けた人だと

思います。

　　　それが技ですか。なるほど。

　ですが，現在ではそれだけでは不十分なん

ですね。もっと物理的，化学的にメスを入れ

ようとしているわけです。金型内の樹脂の流

れの可視化や流動解析の考え方も取り入れて

行こうとしています。

　　　究極的にそのような技術の世界になった時に，

　大原さんのような現場を経験されたベテランの方

　はどんな役割になるのでしょうか。

　技術員が科学的に解析をして条件をデータ

化して設定していきます。しかし，その結果，

製品が想定通りにできたかどうかを判定する

のは，測定技術も発達してきた今でも，最後

は人間の目です。製品の顔色がよいとか，悪

いとか，何ともいえない，機械では測定でき

ない分野があるんです。例えば，同じ顔をし

ていても塗装するとソルベントクラック（ひ

び）が入ることがある。なぜクラックが入る

のかがわかるようになれば一人前です。

　反りなんかも一緒です。樹脂製品の表面を

塗装してそれを乾燥するのに再加熱するわけ

ですが，その間に反ってしまうことがありま

す。「樹脂は生き物」といいます。伸びたり，

縮んだり，ねじれたりするんです。その歪み

を予測しながらモノ造りをしなければならな

いところに難しさがあります。

射出成形の難し：’さ．

　一条件設定は大変なんでしょうね。

　ええ，それは腕じゃないんですよ。射出成

形でいう原材料の樹脂というのは実は固形か

ら液体化して，さらに固形化する状態変化を

しています。だから，我々は「水商売」と呼

んでいるんですが，そうした常に状態の変化

する中でどの状態で金型に樹脂を充填するか

というのは，樹脂の温度や外気温だけでは一

概にいえないわけです。原材料の樹脂にして

も石油からの精製過程でつくられるものです

から，やはり原材料にもバラツキがある。そ

うした状態変化の中でモノ造りをしなければ

ならないところに難しさがあります。

　　射出成形の難しさについてもう少しお聞きで

　きますか。

　まず，樹脂の温度ですが，大きな製品や形

状の複雑な製品の場合，樹脂が到達点に行き

着くまでに流動中に温度変化をし，だんだん

冷えてきます。それを避けるためにいかに速

いスピードで流すかというのが一つのテク

ニックなんですが，それが，速ければ速い方

がよいというものでもないんです。速く流し

すぎますと金型の中の空気が抜けきらず，空
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気が高圧で圧縮されて発熱し，樹脂を焦がし

てしまうんです。そのため，金型と金型の間

の隙間から空気を逃がしていますが，これが

大きすぎると空気だけでなく樹脂までその隙

間から出てしまい，いわゆるバリになってし

まう。その頃合いを，出てきた製品を見なが

ら微妙に調整をしなければなりません。

‘

　　　ところで，こうした樹脂の世界は加工技術の

　進歩も早く，そうした流れに対応するために，い

　ろいろご苦労もおありになるのではと思いますが，

　その辺のお話しをお伺いできますか。

　今から5年ほど前になるでしょうか。表皮

インモールド成形といいまして，インパネの

表皮にクッション性のある素材を採用したん

ですが，この時には大変苦労しました。

　業界初の試みで，その表皮が三層構造に

なっていまして，これを真空成形するんです

が，なかなか一定の寸法にできないんです。

表皮素材はクッション性を持たせるために間

に発泡層がありまして，表皮を加熱して真空

成形し，それがあとで冷えると収縮するわけ

ですが，なかなか思った寸法にならず苦労し

ました。3ヶ月間くらい技術の人たちと泊り

込みで，正月休みも返上してやっとのことで

立ち上げたという厳しい思いをしたことがあ

りました。三層表皮品の立上げというのは当

時は確固たる理論的な裏づけがなかったもの

ですから，手探りで試行錯誤しなければなら

ず，大変苦労しました。

若者よ　もっと勉強せよ

　　大原さんの体験を通して若い人たちにいいた

　いことは，どんなことですか。

　時代が変わったといえばそれまでなんです

が，勉強が足りないと思います。私なんかは

射出成形に配属になったら，すぐに書店に

行って専門書をいっぱい買ってきて読みまし

た。

　自分の飯の種という意識が少ないのだろう

と思いますが，もっと勉強して欲しいと思い

ます。

　一意識が変わってくるのはどの頃からですか。

　入社した当初はオペレーターとはいうもの

の，機械が物をつくって，機械が物を運んで，

その中で少しの品質判定と加工をするだけで

すので，自分が物をつくっているという位置

づけに置きにくいのかもしれません。ところ

が，5，6年経って，班長や専門職になると，

自分で機械をコントロールし，段替えもし，

判定もする。業務の質がワンランク上がるん

です。そうすると，これじゃいけないという

意識を持つようになってくるようです。それ

で，射出成形の国家検定を受けようという気

が起こってきます。

　一班長さんたちは，ご自分で勉強されるんです

　か。

　もちろん自分でも勉強しますが，実は最近

になって，技能の伝承をどうすればいいかが

会社の中でも問題になりました。今までは国

家検定をステップバイステップで受けるよう

指導してきましたが，この資格を取ったから

といって，必ずしも仕事がどんどんうまくい

くというものでもないんです。それで，その
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ギャップを埋めるため，会社に蓄積されたノ

ウハウを織り込んで人づくりをして行こうと

いうことになり，班長を対象にして技能教育

を始めたところです。射出成形のテキストは

私が中心になってまとめたのですが，一番意

欲のある，問題意識の高い層を教育していま

すので，彼らの目の輝きが違っています。ト

レーナーには，班長OBや技術員などを会社

で認定しましてそういう人たちによって，カ

リキュラムを展開しています。

　中身は知識教育と技能教育をバランスを

取って両面から進めていまして，たとえば，

テキストを使って教育をしながら，実際の射

出成形機で実技をして，その製品を評価をし

てその人に足りない部分を指導していきます。

最終的には，できた製品を測定して判定をす

るといった測定技能までを一連のカリキュラ

ムに組み込んで講義を進めています。

　　　教育をしてどのレベルまで持って行こうとい

　う目標はあるんですか。

　国家技能検定でいえば，射出成形1級レベ

ルを目指しています。座学と同時に，実技と

して名刺箱のようなものを変形することなく

つくることに挑戦させています。設定条件を

ゼロにしておいて，自分で樹脂の温度と圧力

とスピード，時間を決めます。もちろん金型

の温度コントロールも必要ですし，冷却時間

の設定も必要です。すべての要素が正しく設

定されていないと，ヒケや反りのない箱はな

かなかできないんです。

　　　そういう訓練を実際にやらせて技能検定をと

　ると，その人は変わってきますか。

　研修終了時にアンケートを取っていますが，

今まで知識がなかったとか，知識のなさに

よって今まで十分に技能に反映できなかった

とか，技能を発揮できなかったという感想が

多いんです。私の持論はまず知識を身につけ

ること。知識がないと技は発揮できないと思

います。一般的にはカンとコツと器用さみた

いなものが技といわれているようですが，全

然違うと思います。やはり，知識がないとだ

めです。そのためには，専門書もどんどん読

んで理屈，原理，原則をまず修得してから，

それを自分の腕で試してみよ。そうすると結

果が出るよ，と部下にはいつも言っています。

国内外への技術伝繰

　　　今年になって，海外関係の仕事に移られたそ

　うですが，アメリカや東南アジアなどに多くの工

　場があり，大原さんはこれまでにも海外工場の立

　上げや技術指導にも関わられたんではないでしょ

　うか。

　国内の工場が海外工場のマザー工場という

役割をしていましたので，ほぼ，すべての工

場に関係してきました。現地のエンジニァに

来てもらって指導したり，時には支援要請に

応じて何ヶ月間か現地で仕事をしたという経

験もあります。

　　　今後は海外との交流がますます多いお仕事を

　されることと思います。大原さんのご経験を部下

　の皆さんや海外の人たちにも伝えてください。今

　日はお忙しいところありがとうございました。

　　　　　　　　　　　　〈文責　事務局〉
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［璽． BOOK

　　　縫　　　　　≧

「勝ちぬく賃金改革

一
日本型仕事給のすすめ一」

今野浩一郎著（学習院大学経済学部教授）

日本経済新聞社刊（平成10年2月）　1、800円（税別）

　本書に述べられている豊富な内容を大胆に

要約し，結論だけを述べれば，次の4点にま

とめられる。すなわち，①わが国の賃金のあ

り方を，勤続を重視する年功給と潜在的職務

遂行能力を重視する職能給から，仕事や成果

を重視する仕事給（本書の中では変動型仕事

給・変動型能力給という用語を用いている）

へと変革する。②しかし，わが国における仕

事給にあっては，職務内容や仕事の中身に

よって職務を格づけるアメリカ型職務給を適

用することはできない。③したがって，賃金

決定のために仕事を格づける基準もしくは評

価要素として，年功給における勤続や職能給

における潜在的職務遂行能力ではなく，職務

の遂行にあたって従業員が投入した発揮能力

を用いる。④また，仕事給における評価要素

である発揮能力を評価することは困難である

ため，この能力を業績から間接的に評価する

のである。要するに，公平な賃金分配のルー

ルを，年齢にともなう生活上の経済的必要性

の程度や訓練や熟練によって習得された職務

遂行能力と資格要件から，仕事を遂行するう

えで発揮された能力とその代理指標である業

績に移していくことが，現在のわが国の企業

には求められているのである。本書が指摘し

ているこの考え方は，賃金決定のための基準

や評価要素を，年齢，勤続，学歴，職務遂行

能力などの属人的要素から，仕事の内容や成

果といった職務要素へと変更し，それによっ

て生産性や従業員のモティベーションを刺激

し，かつ人件費の上昇を抑えていかなければ

わが国の企業は生き残れないこと，また，職

責の範囲や職務内容が明確に規定されにくい

わが国にあって，アメリカにおいて実施され

ているような職務給の形で，仕事そのものを

基準に賃金決定を行うことはできないことを

勘案すれば，十分納得できる主張である。

　賃金のあり方について，アメリカ型職務給

が応用できない事情の下で，年功給や職能給

的性格をもつ部分をできるだけ排除し，仕事

や成果の要素を重視する仕事給へと変革して

いこうとするときに，本書の議論を難しくさ

せているのが，「仕事」の意味合いである。

実際本書においては，賃金決定の基準・評価

要素として，ヘイ（アメリカの賃金コンサル

タント会社）・システムでいうジョブ・サイ

ズの概念を応用し，「仕事の大きさ」という

概念を持ち出している。すなわち，ヘイ・シ

ステムでは，業務遂行に必要な専門知識やス

キルを示す「ノウハウ」，業務上の意思決定

プロセスの定型・非定型の程度を示す「問題

解決」，職務行動の自由裁量度や職務の組織
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成果に対する影響度を示す「アカウンタビリ

ティ」という，どちらかといえば属人的な要

素に着目して，エリア・マネージャーや情報

処理監督職といった「職務」を格づけるとい

う仕方を用いている。同様に本書では，人事

部長代理佐藤氏の仕事や営業主任の田中君と

鈴木さんが担当している仕事などといった，

仕事の内容とはいっても「個人」によって変

化する側面を，その業務を遂行する際に投入

された「顕在能力（発揮能力もしくは投入能

力と呼ばれる）」という属人的要素によって，

評価していこうと提案する。ここで問題とな

るのは，本書が提案するように，一人一人に

よって異なる「仕事の大きさ」を，職務遂行

に必要な能力という観点で格づけすれば，そ

れは仕事の序列化ではなく，個人にかかわる

側面を属人的要素で格づけし，結果として個

人を序列化することになってしまうのではな

いかということである。したがって，本書が

批判している年功給や職能給と同様に，職務

要素ではなく属人的要素によって，賃金決定

をしていかなければならなくなるのである。

わが国においては職務が明確に規定できず，

個人個人によって内容が異なってしまうため，

職務の格づけや序列化を行うことが無理であ

るといっても，このやり方では，仕事の中身

から賃金を決定する仕事給の意味からだんだ

ん離れていってしまうのではないだろうか。

　また，本書においてより深い洞察が必要な

点にその能力観がある。本書では，職能給の

問題点を指摘する際に，職能給で重視される

能力が，従業員個々人が潜在的に保有してい

る仕事関連能力のすべてであるのに対し，仕

事給でいう能力がt．職務を遂行する際に発揮

された能力であるとして区別している。この

区別は直感的には理解できるが，「能力」と

よばれるものが，直接目に見ることのできな

い個人の資質をとらえる抽象的概念であるた

め，より具体的な説明や測定法をあわせて示

さなければ，なかなか正しく理解することが

できない。ちなみに能力を中心的に研究して

きた産業心理学では，理解の早さや語の流暢

さ，数的思考といった知的能力と，筋力，持

久力，器用さといった身体能力を「能力」の

範疇としてとらえることが多く，いわゆる

「職務遂行能力」が意味している専門知識や

手順，熟練，特殊技能，やる気，対人応対な

どは，「知識」や「スキル」「モティベーショ

ン」「コミュニケーション」といった用語を

使うことによって，「能力」と区別すること

が多い。この点からすれば，潜在能力や発揮

能力をより具体的に定義・区分し，読者に

とって理解しやすいものにしていく努力が必

要である。さらに本書では，能力の評価が困

難であるという理由だけで，仕事を格づける

基準として強調してきた能力の考え方を取り

下げ，その代わりに，目標管理法で評価する

「業績」を，実際の評価基準として用いるべ

きであるとする。その結果，新たな給与のあ

り方として仕事給や能力給を志向すべきであ

るにもかかわらず，実際には，目標管理法に

基づく業績給を提案することになってはいな

いだろうか。

　賃金は制度として各企業に根づいているた

め，修正や改革が難しい分野である。しかし，

今現在，何らかの制度改革が必要であること

は，多くの人事担当者が認識するところであ

る。本書の指摘は，そのための端緒を開く

きっかけを与えてくれる。

評者　高橋　潔（南山大学経営学部助教授）
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産政研公開セミナー

「持株会社の

　　　　　　　意義と課題」

日本の持株会社の歴史

　ご紹介をいただきました上智大学の山口で

ございます。

　日本では長い間，独占禁止法で持株会社を

制限していました。これは，マーケットを単

独，あるいは少数の会社が過度に支配をしな

いようにということでありましたが，この政

策が転換され，持株会社を認めようというこ

とになりました。

　持株会社というものが，これまで日本では

全然認められていなかった訳ではありません。

現在，新しく議論されているのは，「純粋持

株会社」というものであります。これまで

あったのは，「事業持株会社」というもので

す。

　今，解禁されようとしておりますのば「純

粋持株会社」で，株だけを持って，他の会社

を支配するというものであります。

純粋持株会社とは？

純粋持株会社の機能としては，基本的な人

　　上智大学法学部

教授　山　ロ　浩一郎氏

事戦略や，経営目標の設定・配当政策等があ

りますが，最も大切なものは経営戦略の決定

であります。

　したがって，この純粋持株会社の場合は，

事業持株会社の場合と違って，従業員が非常

に少なくて機能することができます。要する

に，他の会社の株式を取得して，この株式の

所有を通じて事業会社を支配していくことを

目的としている会社です。自分が事業をやり

ながら，他の会社の株も持つというのではな

いということであります。

　この純粋持株会社になるためには，その会

社の株を50％以上取得していることが条件

で，50％未満の場合でも役員の派遣等の事業

上の支配関係があり，25％以上であれば純粋

持株会社だと推定されます。

なぜ，純粋持株会社解禁か？

　この純粋持株会社が，今，日本で解禁の議

論が起こっているのには，2つの大きな要因

があります。

　1つ目は，経済のグローバル化だと思います。
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　日本の，債券市場，株式市場，資本市場が

非常に特殊であり，外国資本が日本に参入す

ることを制限しているという批判であります。

　外国企業が日本で事業会社としてやってい

くためには，多大なノウハウが必要となり，

結局，マーケットに入れないということにな

ります。

　世界でも，純粋持株会社を法律で禁止をし

ているのは，日本と韓国だけであります。

　2つ目は，国際競争が非常に厳しくなって

きたということです。

　社会主義が崩壊して，何兆円というマー

ケットが開け，ビジネスチャンスも広がりつ

つありますが，その反面市場に参入してくる

競争者の数も増え，国際競争力というものが

重要な問題となり，大変厳しくなってきてい

る訳であります。

　日本では，これまでも，事業持株会社は認

められておりましたが，これを一段と効率の

よい迅速な意思決定のできる企業組織，企業

経営にしていかなければいけない時代がやっ

てきたということです。

純粋持株会社の利点

　純粋持株会社は，昨年から解禁されたので

ありますが，大きく3つの利点が考えられま

す。

　1つ目は，企業間の水平統合というものが

容易になることです。

　事業持株会社の，役員派遣，企業提携等の

垂直的な統合に対して，純粋持株会社は，事

業会社の間では何の序列もない水平的な統合

が可能となることです。これが，激化した国

際競争に太刀打ちできる大きな手段になるの

であります。

　これまでは，方法が限られておりました。

企業合併は，確かに国際競争力を強化します。

しかし，外国ならいざ知らず，日本の場合は

合併しても人事の面ではなかなか合理化がで

きません。トップが交代で出るとか，人事部

が2つあるとか。水平的な統合ですと，持株

会社の下にある事業会社は，人事政策等は別

であって構わないわけです。

　2つ目は，リストラが可能になるというこ

とです。日本でリストラと言うと，整理解雇，

大量解雇の別名でありますが，そうではなく，

企業を根本から計画し直して，戦略や方針を

建て直すことが可能になるということです。

　3つ目に，事業活動の海外展開がやり易く

なるということです。

　海外を統括する持株会社だけ持ち，現地に

事業会社を置けばいいわけであります。本体

にはあまり影響がないとこういうことになり

ますので，非常にリスキーな事業にも乗り出

すことができるということです。

　リスキーな事業の典型は，海外展開であり

ますが，もう一つはベンチャービジネスであ

ります。日本の雇用が停滞をしている大きな

原因は，新規の開業率が落ちているというこ

とが指摘されております。

　純粋持株会社ができることによって，柔軟

な経営組織ができ，ベンチャー企業とか，新

しいリスクというものに対する投資というも

のが可能になり，その結果，新規の開業率と

いうものが向上して，景気が良い循環に乗る

と言われています。

純粋持株会社設立の方法

　持株会社の設立の方法として，現在のとこ

ろ3つの方法があります。今回，新たに新設
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される見込みのものとで4つになります。

　1番目は，「抜け殻方式」と言われている

ものであります。

　これは，既存の会社が子会社をつくります。

この子会社に既存の会社が持っている施設等

の一切を子会社に現物の出資をするわけであ

ります。既存の会社は，何もなくなって持株

会社となるので，「抜け殻方式」と言われて

おります。

　2番目は，「株式公開買付」と言われてお

ります。

　持株会社となる会社を先ずつくり，そして，

その会社が既存の会社（子会社となる会社）

の株を公開買付するわけです。

　3番目は，「第三者割当増資方式」と言わ

れているものです。

　持株会社となる会社をつくって，その会社

が既存会社の株主に対して，第三者割当増資

を行い，既存会社の株式の現物出資をすると

いう方法です。

　この3つには，難点があります。「抜け殻方

式」は，従来の会社が新しくできた会社に現

物出資なり，営業譲渡しますので，その財産

評価が行われ，税金がかかります。

　「株式の公開買付」も，公開買付は新聞に買

付け広告をすることになりますから，事業に

関心の無い人でも株で儲けようと参入してく

ることが懸念され，うまく行くかどうか分か

らないということになります。

　可能性がある4番目は，「株式交換方式」

であります。持株会社をつくって，持株会社

を株式会社にし，株式を発行して，今までの

事業会社の株と交換するという方法です。こ

れが最も現実性があります。現在，検討中で

あり，おそらく，今国会で通るだろうと言わ

れています。

純粋持株会社の適しているケース

　純粋持株会社という制度は，事業を分社化

するケースに一番適していると思います。日

本の会社の大企業は，事業部制をとっている

と思われますが，この事業部制を各々事業会

社にして，本社部門を純粋持株会社にすると

いうのが一番スムーズなやり方になってくる

と思います。

　2番目が，特定の事業だけ分社化するとい

うことであります。事業部門のうちいくつか

の部門だけを分社化して，新規事業に充てて

行くというケースであります。

　3番目は，「ベンチャービジネス型」ある

いは「ベンチャーキャピタル型」というもの

であります。純粋持株会社をつくり，事業と

して見込みのあるものを事業会社として付け

加えていくやり方であります。

日本の純粋持株会社の動向

　今，グループ経営で国際競争に対処してい

くために，日本の企業が実施していることは，

不必要なものを持たない経営と，もう1つは

機動的な意思決定だと思います。

　純粋持株会社というものは，これを一層進

めるものです。カンパニー制や社内分社制と

いうのは，社内の申の組織であって，法律の

制度に従って独立しているわけではありませ

んので，計算上は赤字になりますが倒産する

ということはありません。しかし，純粋持株

会社の場合には本当に倒産することがあると

いうことです。

　持株会社に関心を持っております会社は，

新聞等によると，メーカーでは東芝，ソニー，
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日立，松下，アサヒビールなどの食品関係，

商社では，伊藤忠，住友商事，鉄道では，東

急，阪急電鉄や，その他，日本生命，NTT

などでありますが，現在，持株会社を設立し

ているのはダイエーだけであります。これは

昨年，12月に設立されました。

　いずれも，カンパニー制まで来ているのに

純粋持株会社にいかなかったのですが，設立

方法の問題や，連結納税の制度等が整えば，

研究している企業は，持株会社をつくってく

ると思います。

迫られる企業リストラクチャリング

　こうなると，どういうことが起こるでしょ

うか。労使関係にもそれなりに影響が出てき

得るということであります。

　なぜか。今までの日本の大きなそのメー

カーは，各々企業提携とか，商慣習によって，

株式の持ち合いをしております。ところが，

連結納税制度により，この株式もすべて評価

をして，会計帳簿に載せなければいけないと

すると，簿価方式ではなく，原価方式で評価

することになります。儲かった時はいいです

が，株が下がった時はマイナスの経営評価を

しなければならないということです。株価の

ような，価格が激しく動くものを会社の会計

帳簿に資産として計上することになり，その

会社の責任ではない決算をすることになりま

す。

　そうすると，当然，持ち合いになっていた

株は，放出されると予測されます。これは日

本の株式市場の4割に相当します。

　日本の企業は，株価を経営の指標にしてお

りますから，株式市場に大変動が起こり，今

までのような労働条件が維持していけるかど

うかという大きな再編成が成される可能性が

あります。そして，その再編成は，現在のよ

うな景気が悪いからベアはできない，定昇だ

けで我慢しろとか，そういう次元の話ではな

く，その事業会社をどうリストラクチャリン

グしていくのかということになります。

　事業会社の経営目標の設定は，必ず純粋持

株会社が決めることになります。場合によっ

ては配当政策も決めるということになります。

従業員への分配率が高過ぎるというような問

題も起こってくるかも知れません。

労使協議と労使関係

　いずれにしても，労使関係も波乱含みとい

うことが懸念されます。

　持株会社化により，労使関係はどうなるか

検討をした専門家会議の結論は，「新しい問

題が起きるとはほとんど考えられない」，「も

し起きるとするのならば，今，事業持株会社

はすでに認められているのだから，そこで起

き得るような問題が量的に増えて起こってく

る可能性があるというだけである」とまとめ

ているのですが，問題はそこではなく，実は

純粋持株会社をつくる過程で起こるかも知れ

ません。

　日本の会社は事業部制や，社内分社制も

やってきております。それで問題が留まるの

であれば，純粋持株会社はつくらないと思わ

れます6純粋持株会社をつくるということは，

事業会社をリストラクチャリングして，国内

あるいは世界に向かって挑戦していこうとい

う場合です。

　そういう時に，組合が持っている一番大き

な武器は，団体交渉というものであります。

組合が言っておられるのは，「意思決定をし
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ている純粋持株会社と事業会社の労働組合と

が，団体交渉をできるようにせよ」，「それを

労働組合法を改正し条文化せよ」という主張

であります。

　それに対して，「それは，現在の労働組合

法でも可能である，だから別に条文の改正を

してはっきり書くまでもない」，というのが，

専門家会議の見解です。これは最高裁判所の

判例でルールとして確立され，法律と同じよ

うなものです。

　交渉をするということは今でもルールがで

きていて，これをつかったらそういう問題を

解決できるということです。団体交渉でもっ

て解決できるということになれば，新しい問

題は何も起こって来ないだろうと，専門家会

議は報告しております。

　純粋持株会社のやることは基本的な戦略的

決定です。純粋持株会社が本当の純粋持株会

社らしく活動していると，事業会社の日々の

経営は，事業会社に自治，自由，裁量とを与

えて，純粋持株会社は戦略を決めて目標を与

えるだけです。これは非常に重要な点です。

外国の純粋持株会社を見ても，成功している

のは，事業会社の自主性を十分認めているか

らであって，いちいち日々のことに口を挟ん

でいたら駄目なのであります。

　これが事業会社と純粋持株会社の重要な本

質的な関係です。これが守られていないと，

純粋持株会社はいくらつくってもうまく行か

ないし，そうでなければ，労働組合は，純粋

持株会社を使用者として法律上も扱って，団

体交渉ができるということです。

　労使関係については，連合と日経連，経団

連がスタディグループを持って検討されまし

たが，そこでも，法制度がどうなっても労使

協議の制度を行うことは望ましいと確認して

おられます。これは，非常に重要な確認だと

思います。

今後の展望

　外国資本の要求と，日本企業の経済のグ

ローバル化への対応から，持株会社という制

度は，もう押しとどめることができないと思

います。

　もし，万一，不幸にして問題が起きたなら

ば，団体交渉で対応する道がありますが，そ

こへ行かない間に労使協議という仕組みをう

まく使って，持株会社の問題を解決していく

ための新たな仕組みを労使でつくっていくの

が一番良いことであります。

　持株会社の経営方針は、事業会社の日々の

運営には介入なり，口を挟むということはし

ないで，自主性を保障することが最低限だと

いうことであります。すなわち，日本人は人

に任せるということが非常に不得手でありま

すが，純粋持株会社という制度をうまく使っ

て柔軟な経営，効率的な意思決定をやってい

くためには，事業会社の自主性を確立する。

これが非常に重要なことだと思います。

　　　　　　　　　　　　（文責：事務局）

　この講演要旨は，4月13日に実施した「産政研公開セミナー」の内容を事務局がま

とめたものです。

講演の録音テープを貸し出しいたします。中部産政研までお問い合わせください。
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自動車販売の第一線から
pmwwwwespm－”wwrw　vw°tspm

試乗センタ
OP　vi・・crmu　malit”li

◆はじめに

　　　　今回は，トヨタ自動車WC（ヴァーチャルベン

　　　チャーカンパニー）の活動目的でもある“ニュー

　　　ジェネレーション層（20～30歳代若年層）を中心と

　　　したを中心とした新しい顧客との接点拡大策”の1

　　　つとして，神戸，福岡で試行しましたトヨタ有料試

　　　乗センター「ライドワン」を紹介します。

◆「ライドワン」の概要

　①ライドワンを試行する背景，きっかけは？

離。

　　一alwwwwについて
　　　　　　ξ

　・市場の約半数のお客様はトヨタ車を検討もしないで、他のメーカー車を購入しており，特に能動的な購買

　　行動をするニュージェネレーション層にその傾向が強いという調査結果がでました。また、今ほどいろ

　　んなタイプの車があり，乗ってみないと自分にピッタリの車がわかりにくい状況の中，販売店の試乗は

　　買う気がないと行きにくいなど，お客様にとって何かと制約があります。そこで，トヨタの強みでもあ

　　る「品揃え，品質，安心感」を最大限に生かし，現販売店と違うしくみで，もっと気軽にトヨタ車の良

　　さをわかってもらう場作りができないかと検討しました。

②ライドワンの狙いと運営上のポイントは？

　・狙いは，開拓しきれていない，能動的な購買行動をするニュージェネレーション層との接点拡大で，まず

　　は純粋にトヨタ車を乗り比べ，体感してもらうことです。その結果，より多くの人が購入検討のきっか

　　けとなって，販売にむすびつけばと考えています。

　・運営上のポイントは、“可能な限り，お客様がプレッシャーを感じないで気軽に行動できる仕掛け，雰囲

　　気作り”です。例えば，

　　○試乗について，スタッフが同乗しないで一般道を自由に運転できる代わりに，ガソリン，保険実費相当

　　　分のお金をいただいています。（有料試乗：30分から2時間，平均500円／30分・台）

　　○入りやすい施設にすべく，ドアを常にオープンにし，コンパクトな受付ハウスにすることで，常にお客

　　　様がいる賑わい感を演出しました。また，運営スタッフを20代前半のアルバイト（男女比率50％）に

　　　することで、親近感をもってもらえるようにしました。

　　○車両カタログについて，福岡の試行から，自販機（有料）で自由に選択してもらっています。

③神戸，福岡での試行結果は？

　・特に集客面で予想以上の成果がありました。

　　試乗実績は，神戸で約20，000組（期待目標値18，000組／4ケ月），福岡で約8，000組（期待目標値7，500組

　　／2ケ月）で，当初計画を上回りました。その内，20・－30代比率で約80％，他メーカー保有十未保有比

　　率で約60％と，期待通りニュージェネレーション層との接点拡大ができました。また，ライドワンまで

　　の所要時間の内，片道30分超比率は約50％で，広域からの集客についても，期待通りの成果がでました。

　・年代別人気試乗車種ベスト3は以下の通り。

神　　　　　　戸 福　　　　　　岡

20代 1．ソアラ　　2．スープラ　　3．カルディナ 1．スープラ　2．セリカコンパーチブル3．ソアラ

30代 1．セルシオ　2．ランクル1003．アリスト 1．アリスト2．バリアー　　　　　　　3．プリウス

40代 1．ガイア　　2．セルシオ　　　3．バリアー 1．プリウス　2．イプサム　　　　　　　3．プログレ

50代 1．プログレ　2．クラウン　　3．セルシオ 1．プログレ　2．クラウン　　　　　　　3．セルシオ

・販売への貢献について，試乗車のトヨタ車購入は毎月100台以上あり，特に20～30代比率や他社客比率が

　通常より高く，期待通りの成果がでています。また，試乗車へのアンケート結果では，購入意向のある

　お客様が全体の30％強あり，今後の更なる販売増が期待できます。

・お客様からは1’‘今回のような施設（有料ではあるが，自分のペースで試乗できる場）を常設で運営して

　ほしい”との意見が一番多くありました。

・波及効果として，関東地区のトヨタ販売店でも販売店版ライドワンを展開しており，特に集客面で成果を

　あげているようです。

　（ライドワンは，、神戸で昨年9月～本年1月に，福岡で本年2月～4月に実施し，試行を終了しました。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（トヨタ自動車㈱WC吉田靖）
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養護施設暁学園
　　　　祖父江文宏氏を訪ねて

丸栄労働組合

西井俊哉

　「何故，生まれてきたのだろう。」「何をす

る為に生まれてきたのだろう。」こんな思い

を小学生，中学生の頃であると思うが，遠い

昔に持ったことがある。それは誰もがおぼろ

げながらでも記憶の中に持ち，少なくとも一

度は考えたことがあるのではないだろうか。

　その時の私はその疑問に対する回答を見出

せないまま遊ぶことに夢中になってしまった

のだろう。いつしか記憶の中から薄れてし

まった。

　今回，祖父江氏の話を伺いながら“ハッ

と”そのことを思い出した。それから自分が

「なぜ，ここで生きているのか。」「どうして

生まれてきたのだろう。」という非常に不思

議な感情をもったあの頃を思い出したのだ。

　「何故．生まれてきたのか。」「何をする為

に生まれてきたのか。」それは，ただ単純に

本能として種の保存が目的であったのかもし

れない。また格好良く言えば何かを成し遂げ

る為に生まれてきたのかもしれない。あの頃

と同様に今，あらためて考えてみても明確な

回答は見出せない。

　ただ，少なくとも両親の愛情や自分の周り

の大人から愛を与えられる義務を持って生ま

れてきたことには間違いがないと思う。

　正直言うと私もよく叩かれた記憶があるの

だが，幼少の頃のこんな鮮明な記憶がある。

あるスーパーに母と弟と買い物にいき，こと

もあろうに美味しそうな“マーブルチョコ”

を万引きしてしまった。　（3歳頃だったと思

う。）買い物が済み，スーパーを出た後，母

は私のポケットに入れられたチョコに気づき，

私を叩いた。私は当然，叩かれた痛みに対し

て火がついたように泣き出した。ただその時，

母の目に一杯に溜まった涙に子供ながらに気

づき，その後の私は，今になって考えてみれ

ば叩かれた痛みに対してではなく，母の涙の

奥にある自分に対する感情を感じ取ってだろ

うと思うが，更に泣き出してしまったような

覚えがある。その後，母は私を叩いた行為に

対して「ごめんね」と泣きながら謝り，私は

母に謝られ，母が泣いたことに対し，何故だ

か良く解らないが更に泣き出した。そんな記

憶である。

　今，考えてみると母は私を叩いたことに対

し，罪悪感を感じて謝ったのであろうか。泣
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き叫ぶ私をなだめる為にそう言ったのか。そ

れとも，単純に私がしでかした万引きという

反社会的行為に情けなくて泣いたのであろう

か。以前，万引きの話を昔話として母にした

ことがあっが，「そんな事もあったね。」と軽

く一蹴されてしまい，今となって見るとあの

母の“悲しい顔”“涙”の意味は良く解らな

い。

　しかしながら幼少の頃のこの鮮明な記憶は，

私は母の愛情を確かに自らが受け止めたこと

によって持ち続けているのだと思うし，また

思いたい。

　今回，暁学園を訪ね祖父江氏の講演を伺い，

“

様々な事情で親と一緒に暮らすことのでき

ない”子供達に出会い，子供が親の愛情を受

けるのは当然のことだと信じて疑わなかった

私にとっては大きなカルチャーショックで

あった。

　確かに最近新聞等そういった記事が目に付

く機会が多かったことは事実であるが，私の

ごくごく身近の出来事に成りつつあるこの現

実に対して私自身，正面から受け止めるだけ

の用意は祖父江氏の講演を伺うまで全くな

かったというのが正直なところである。

　しかし，彼らに対してただ単純に“かわい

そうだ”という思いを持つことは失礼であろ

う。その悲しい境遇や受けてきた仕打ちは私

には解らない。また冷たいようであるが，彼

らが最終的には自らで考えなければならない

し，悲しい過去に打ち勝ち成長していくのは

やはり彼ら自身であるからだ。

　ただ，私はきっと彼らは世間一般の誰より

も強く生きることができるのではないかと思

う。悲しいそんな様子は微塵も見せず屈託の

ない笑顔で私を迎えてくれた彼らを見て，

きっとこの悲しみを乗り越え“誰よりも強

く”そして“誰よりも優しく”生きてくれる

ことと思う。

　私にできることはその事実を正面から受け

止め，私の周りにいる子供達を地域社会の一

員として見守ること，そして自分の9ヶ月に

なる娘に対して精一杯の愛情を自然に注いで

あげることであろう。

　　　　　　　（筆・者は第10期産政塾塾生）
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1999年

　2月6日

2月15日

2月26日

’♀P年2耳」日僧“耳39弓零での主な漬勲

東三河労政事務所委託講演（於：オー・エス・ジー労働組合）

　　「賃金交渉をめぐる経済社会情勢」

フルブライト研究生　オリバー・マイケル氏来訪

　　　日本の自動車産業について意見交換

豊田市公募論文「2025年の豊田市への提言」が優秀賞を受賞

　豊田市が，第6次豊田市総合企画プロジェクト

の一環として公募した，「21世紀の豊田市のまち

づくり提案」に，中部産政研の上中健人主任研究

員が応募した「2025年の豊田市への提言」が優秀

賞を受賞した。なお，応募総数は51件で，最優秀

賞は1件，優秀賞は4件であった。

加藤正一豊田市長から表彰を受ける上中主任研究員

3月17日

3月26日

4月9日一

4月13日

公認会計士監査

　　　98／9～99／2まで中間収支状況

第2回　産政塾

　　　暁学園　祖父江文宏氏を訪ねて

立命館大学（前期）講師派遣

産政研公開セミナー開催

　　「持株会社の意義と課題」（講演録はP．66に掲載）

4月16日～

4月20日

4月25～26日

南山大学（前期）講師派遣

平成11年度中部産政研調査研究スタート

　　「高齢化時代への労使の対応」第1回専門委員会開催

第3回　産政塾

　　　元全日本スキー連盟ヘッドコーチ角皆優人氏を訪ねて
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「産政塾の活動報告」

　第10期「産政塾」の第2回会合は，産政塾では3年目となった，東海市の養護施設「暁学

園」をお訪ねし，園長である祖父江文宏氏から，施設や子どもへの姿勢についてお話しをいた

だき，熱心に論議を交わしました。

　特に，親による子どもへの虐待問題については，父親としての塾生に大きなインパクトを与

えました。

　　　　　　　　　　　　　（塾生の感想を72ページに掲載しております。ご参照ください）

施設の食堂をお借りし，討議する塾生 講師の祖父江文宏氏

子どもを持つ父親として真剣な眼差しの塾生 懇親会にもご出席いただき，

　　　　これまでの祖父江氏の人生について論議
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中部産政研特別公開セミナー開催のお知らせ（予告）

自動車産業における技術・技能の形成と伝承（仮題）

　自動車づくりの技術・技能はどのように形成され，自動化の進展する中でどのように変貌

しているのでしょうか。また，どのように次代に受け継がれていくのでしょうか。

　中部産政研では，会員のみなさまのご支援の下，昨年1年間にわたって「もの造りの技術

・ 技能の形成と伝承一中部地区自動車産業における実証的研究一」というテーマで平成10年

度調査研究を進めてまいりましたが，このほどその研究結果がまとまりましたので，報告発

表会を兼ね，特別公開セミナー「自動車産業における技術・技能の形成と伝承（仮題）」を

開催いたします。

　トヨタ自動車，デンソーをはじめ自動車関係企業5社の生産現場での，緻密でかつてない

大規模なヒアリング調査によって得た知見と，アンケート調査の分析結果をもとに，もの造

りの技術・技能をさらに発展・向上させ，厳しい国際競争に勝ち抜くために，働く人たちや

職場，企業がどのように対処すればよいかを，今回の調査に携わった労働経済学の第一人者

で当研究会顧問の小池和男法政大学教授と，中馬宏之一橋大学教授，太田聰一名古屋大学助

教授の講演，研究調査報告で明らかにします。

　みなさまのご参加をお待ち申し上げます。

開催日時：平成11年7月5日（月）

会

　　　　　　　　　　　　15：00～17：30

場　名鉄トヨタホテル7階金扇の間（TEL：0565－35－6611）

　　（名鉄豊田市駅東口すぐ）

講　　師　　　　　法政大学　　　　　　　　　一橋大学　　　　　　　　名古屋大学

　　　　　　　経営学部教授　　　イノベーション研究センター教授　　　経済学部助教授

　　　　　小池和男氏　中馬宏之氏　太田聰一氏

参加費：1，000円（振込，または当日受付にて現金支払）

振込先：東海銀行豊田南支店　　　　普通Na809216
　　　　　または愛知労働金庫豊田支店　　普通　No．515108

口座名：「㈲中部産業・労働政策研究会」，または「中部産政研」

申込方法：6月18日（金）までに当会宛FAX（0565－27－2259）でご連絡ください。

お問合せ先：中部産政研上中，または岡田まで（TEL　O565－27－2731）

一 76一



　政研。

　より 中部産政研ホームページを移転しました。

http：／／www．sanseiken．com

・ 主任研究員レポート

・ 読者投稿欄（掲示板）等を新設しましたのでアクセスをお待ちしております。

中部産政研
財団法人　中部産業・労働政策研究会

■■■■■メ幽工一一覧剛■■■■ ▼

　　中部産政研は、中部地区の主要企業労使によって設立され
主に人事・労務問題に関し実証的調査研究や提言を行う機関です。

／

鵬4凋綱■謄・労㎜研協旨 1罵ン

中部産政研　豊田市山之手8番地131電話：（0565）27・2731
※このホームページはNN40およびIE4．O（フォント中）で最大画面表示で巖適化されています。

　　　　　　　　　ペ－ジ　　　　1999．4．8

　　　　　　　　　　　囲
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編集後記霧灘難麟、 ｝羅灘懸醗灘鎌繍繍馨
　今回号では，「年金」を特集テーマとしてとりあげた。バブル崩壊後の日本経済の低迷，低金利，

株価低迷による経済環境の変化や，少子高齢化による世代間の負担の公正化など，マクロの諸問題

に加えて，これまであまり議論されてこなかった企業年金についてまで，会計基準の見直しによる

財源問題が浮上するなど，にわかに「年金問題」が脚光をあびている。企業労使にとっても，「総

人件費」の視点から，年金問題は今や重要な問題の一つとなりつつある。そこで，まず年金問題の

権威であられる村上清氏にマクロの視点から年金制度の意義とあり方について，そして労働経済と

社会福祉の視点から，大阪大学助教授の大竹文雄氏と金城学院大学教授の杉本貴久栄氏に，さらに

財務会計の領域についても名古屋市立大学助教授の吉田和生氏にご寄稿いただいた。またアメリカ

の年金制度について，伊東会計事務所の毛利弘基氏に紹介いただいた。労使が年金問題を考えるう

えで，何がしかでも参考になれば幸いである。さらに，今回号では，中部産政研の平成11年度研究

のスタートにあたって，研究主査をお願いしている，法政大学教授の藤村博之氏と名古屋市立大学

助教授の松村文人氏に本年度研究テーマ「高齢化」についての課題提起とフランス自動車産業の事

例を寄稿いただいている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（願興寺胎之）

　内輪の話で恐縮であるが，おめでたい話に免じてお許し頂きたい。

　同僚の服部主任研究員がこのほど結婚した。彼を知る人にとって，招待状が来なかった，祝電も

出せなかったと大騒ぎになりそうなところである。それもその筈，結婚式も，披露宴もなし，婚姻

届を出して入籍しただけ，新婚旅行もそのうちに近場の温泉へ…，とそんな調子である。

　「ほんとにいいの？」と言いたいところだが，考えてみれば，結婚式に大枚をはたくよりは，そ

の資金を新生活に投入した方がどれだけか合理的ではある。彼の結婚の後，芸能人の同じような話

を二三，耳にするようになった。意外に流行の先端を走っているのかも知れない。ちなみにこの結

婚形態，「ジミ婚」を通り越して「ナシ婚」と言うそうである。

　兎にも角にも，二人の末永き幸せを祈りたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　（上中健人）

　中部産政研がある豊田市山之手への通勤途中に，この季節の風物である，トヨタへの新入社員通

勤と出くわす。特に女子寮からの出退勤では，作業服と下はぶかぶかのジャージ（名前を知らな

い）姿のピカピカの1年生集団である。今年は人数が多く目立つのだ。おそらく，何ヶ月後には，

化粧をし，見分けのつかない姿に変わり，また，各工場へ配属も決まってしまい，今が見頃である。

　毎年感ずることであるが，実に輝いているのである。彼女たちとすれ違う女子高校生の，短いス

カートに携帯電話姿とは対照的に，社会人として，あるいは自動車産業やトヨタの社員の誇りと，

初々しさに，「頑張れよ」と声を掛けたくなってしまう。

　人事部や労働組合，ましてや「年金」なんていうワードは，今，頭の中には存在しないだろうが，

彼女たちへの応援を大いに期待したい。とおじさんの発想をしてしまった。　　　　（丹羽研次）

「中日ドラゴンズ」がプロ野球記録となる開幕ll連勝を記録した。単純な確率計算をすると，11連

勝する確率は実力が全く同じ（試合に勝つ可能性が1／2）だとすると2の11乗で1／2048である。

しかも，本拠地ナゴヤドームで9戦全勝。一昨年のドーム元年ではあれほど苦戦していたのが嘘の

ような結果である。

　チーム防御率・打率ともにぶっちぎりのトップ。投手陣はいいけれど打撃陣は？と言われていた

のだが…

　野手の先発メンバーを見てみると一昨年と同じ顔ぶれなのはわずかに4名。メンバー変更と意識

改革によって，ようやく打撃陣も，打ち損ないがホームランにもなりうる狭いナゴヤ球場から広い

ナゴヤドームへという「環境の変化」に対応できつつあると見るのは，いささか大げさでしょうか。

　この間丸二年，この期間が長いか短いかは皆さんの判断におまかせします。　　　（服部　健司）
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AICHIROSAI懸 1999年4月12日（月）

　　　PM13：30～17

ファイナンシャルプランナーによる

青木榮子氏（CFP）
中日新聞「今すぐチェック生活設計」

「生命保険を見直そう」「知っています

か。あなたの生命保険」などを執筆中。

A＆Cプランニング所属

「家計のリフレッシュ術」

セミナーを開催しました。

保障設計活動を推進する愛知労済では、1999年4．月12

日（A）、愛知厚生年金会館（名古屋市千種区池下）にて

ファイナンシャルプランナーとしてご活躍中の青木榮子氏

をお迎えし、協力団体組合員および地域の方々にご参加

いただき第2回ライフアップセミナーを開催しました。

みなさまよりご好評いただき、今回で2

回目の開催となったこのセミナーでは、

講師に現在中日新聞・生活けいざい面

に連載中のファイナンシャルプランナー

青木榮子さんをお招きしました。保障

の見直しや、住宅ローンの借換え方法

など、身近な話題を中心に、約1時間

半の講演が行われました。講演会終了

後に開催された無料相談会では8名の

ファイナンシャルプランナーより各家庭

個々の実状にあわせたアドバイスが行

われ、参加者は神妙な表情で相談を

受けていました。参加者アンケートでは

次の企画への期待が大きく寄せられま

した。愛知労済は今後とも協力団体や

地域のみなさまに向けて、共済商品の

提供を含めて、よりよい暮らしのノウハ

ウを提案していきます。

無料相談会の

　　様子

■－巳・■■．．■■口日・e．e6巳■■■．日曝暉・・■■・．幽■■■■■■■国巳■■●巳■●■●●●●●■塵巳●巳騨■o
の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

i愛知労済（愛知県労働者雛醐同組合）i

≡　〒456－8530名古屋市熱田区金山町1－14－18　　　　≡
：　　　　　　　　　　　TEL（052）681－7750　　　　　　　　　　　　　　：
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
．tSs●■●●●●●■薗■ロ■國，e■e■■●■髄曽s●幽■幽■■■國願●．日．．os・■■■■．．・．・唇s■■．．●

論軸〆

●熱心に相談を受ける参加者

愛知県労働者共済生活協同組合
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